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規 則 
 

 亀岡市保育の利用に関する規則の一部を改正

する規則をここに公布する。 

 

   令和５年１１月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第２９号 

 

亀岡市保育の利用に関する規則の

一部を改正する規則 

 

 亀岡市保育の利用に関する規則（平成２６年

亀岡市規則第２８号）の一部を次のように改正

する。 

 

 第３条を次のように改める。 

 （保育の利用に係る優先順位の判断） 

第３条 前条第２項に係る決定（以下「入所決

定」という。）は、別表第１に定める保護者

の状況に応じた世帯の基本指数（父及び母の

基本指数を合算したものをいう。）及び別表

第２に定める調整指数を合算した値（以下

「選考指数」という。）が高い者から順に行

うものとする。 

２ 選考指数が同じものが２人以上あるときは、

別表第３に定める指数が同点の場合の優先順

位に基づき、優先順位が上の者から順に入所

決定を行うものとする。 

 附則の次に別表として次の３表を加える。 

 



 
亀 岡 市 公 報 

 3

第９４７号令和５年１２月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別
表

第
１
（

第
３
条

関
係
）
 

【
基
本

指
数
表

】
 

区
分

 
基

 
本

 
項

 
目

 
基

本
 

指
数

 

１
 

就
労

 
（

居
宅

外
）

 

一
般

就
労

 
（

自
営

業
で

事
業

の
内

容
を

証
す

る
書

類
 

の
提

出
が

な
い

場
合

は
指

数
か

ら
－

３
）

 

１
月

の
就

労
時

間
が

１
５

０
時

間
以

上
で

あ
る

就
労

が
常

態
で

あ
る

場
合

 
１
０
 

２
 

１
月

の
就

労
時

間
が

１
２

０
時

間
以

上
１

５
０

時
間

未
満

で
あ

る
就

労
が

常
態

で
あ

る
場

合
 

９
 

３
 

１
月

の
就

労
時

間
が

８
０

時
間

以
上

１
２

０
時

間
未

満
で

あ
る

就
労

が
常

態
で

あ
る

場
合

 
８
 

４
 

１
月

の
就

労
時

間
が

６
４

時
間

以
上

８
０

時
間

未
満

で
あ

る
就

労
が

常
態

で
あ

る
場

合
 

７
 

５
 

１
月

の
就

労
時

間
が

４
８

時
間

以
上

６
４

時
間

未
満

で
あ

る
就

労
が

常
態

で
あ

る
場

合
 

６
 

６
 

農
業

 
（

保
護

者
が

主
た

る
営

農
者

で
な

い
場

合
は

指
数

か
ら

－
２

）
 

１
年

の
う

ち
２

４
０

日
以

上
の

就
労

が
常

態
 

１
日

の
就

労
時

間
が

８
時

間
以

上
で

あ
る

就
労

が
常

態
で

あ
る

場
合

 
１
０
 

７
 

１
日

の
就

労
時

間
が

４
時

間
以

上
８

時
間

未
満

で
あ

る
就

労
が

常
態

で
あ

る
場

合
 

８
 

８
 

１
年

の
う

ち
１

４
０

日
以

上
２

４
０

日
未

満
の

就
労

が
常

態
 

１
日

の
就

労
時

間
が

８
時

間
以

上
で

あ
る

就
労

が
常

態
で

あ
る

場
合

 
８
 

９
 

１
日

の
就

労
時

間
が

４
時

間
以

上
８

時
間

未
満

で
あ

る
就

労
が

常
態

で
あ

る
場

合
 

６
 

１
０

 
就

労
 

（
居

宅
内

）
 

内
職

 

１
月

の
就

労
時

間
が

９
６

時
間

以
上

で
あ

る
就

労
が

常
態

で
あ

る
場

合
 

６
 

１
１

 
１

月
の

就
労

時
間

が
４

８
時

間
以

上
９

６
時

間
未

満
で

あ
る

就
労

が
常

態
で

あ
る

場
合

 
４
 

１
２

 
妊

娠
又

は
出

産
 
妊

娠
中

で
あ

る
か

又
は

出
産

後
間

が
な

い
場

合
 

８
 

１
３

 

疾
病

 

３
０

日
以

上
の

入
院

を
必

要
と

す
る

場
合

（
妊

娠
又

は
出

産
の

た
め

の
入

院
を

除
く

。
）

 
１
０
 

１
４

 

自
宅

療
養

 

３
０

日
以

上
の

療
養

が
必

要
で

、
常

時
寝

た
き

り
の

状
態

に
あ

る
場

合
 

９
 

１
５

 
週

１
回

以
上

の
定

期
的

な
通

院
が

必
要

で
、

児
童

の
保

育
に

当
た

る
こ

と
が

で
き

な
い

場
合

 
６
 

１
６

 

障
害

 

身
体

障
害

者
手

帳
に

記
載

さ
れ

て
い

る
障

害
の

程
度

が
１

級
若

し
く

は
２

級
、

精
神

障
害

者
保

健
福

祉
手

帳
に

記
載

さ
れ

て
い

る
障

害
等

級
が

１
級

、
療

育
手

帳
に

記
載

さ
れ

て
い

る
障

害
の

程
度

が
Ａ

又
は

要
介

護
認

定
３

、
４

若
し

く
は

５
で

あ
る

場
合

 
９
 

１
７

 
身

体
障

害
者

手
帳

に
記

載
さ

れ
て

い
る

障
害

の
程

度
が

３
～

６
級

、
精

神
障

害
者

保
健

福
祉

手
帳

に
記

載
さ

れ
て

い
る

障
害

等
級

が
２

級
若

し
く

は
３

級
、

療
育

手
帳

に
記

載
さ

れ
て

い
る

障
害

の
程

度
が

Ｂ
又

は
要

介
護

認
定

１
若

し
く

は
２

で
あ

る
場

合
 

６
 

１
８

 

親
族

の
看

護
 

又
は

介
護

 

同
居

し
て

い
た

親
族

が
入

院
し

た
場

合
に

お
い

て
、

そ
の

者
の

入
院

の
付

添
い

等
の

た
め

保
育

に
当

た
る

こ
と

が
で

き
な

い
場

合
 

７
 

１
９

 

同
居

 

身
体

障
害

者
手

帳
に

記
載

さ
れ

て
い

る
障

害
の

程
度

が
１

級
若

し
く

は
２

級
、

精
神

障
害

者
保

健
福

祉
手

帳
に

記
載

さ
れ

て
い

る
障

害
等

級
が

１
級

、
療

育
手

帳
に

記
載

さ
れ

て
い

る
障

害
の

程
度

が
Ａ

又
は

要
介

護
認

定
３

、
４

若
し

く
は

５
で

あ
る

者
を

看
護

又
は

介
護

し
て

い
る

場
合

 
８
 

２
０

 
身

体
障

害
者

手
帳

に
記

載
さ

れ
て

い
る

障
害

の
程

度
が

３
級

若
し

く
は

４
級

、
精

神
障

害
者

保
健

福
祉

手
帳

に
記

載
さ

れ
て

い
る

障
害

等
級

が
２

級
、

療
育

手
帳

に
記

載
さ

れ
て

い
る

障
害

の
程

度
が

Ｂ
又

は
要

介
護

認
定

１
若

し
く

は
２

で
あ

る
者

を
看

護
又

は
介

護
し

て
い

る
場

合
 

６
 

２
１

 
上

記
以

外
の

者
を

看
護

又
は

介
護

し
て

い
る

場
合

 
５
 

２
２

 
災

害
対

応
 

火
災

等
に

よ
る

家
屋

の
損

傷
そ

の
他

災
害

復
旧

の
た

め
保

育
に

当
た

る
こ

と
が

で
き

な
い

場
合

 
１
０
 

２
３

 

求
職

活
動

 

生
計

中
心

者
が

、
継

続
的

に
求

職
活

動
を

行
っ

て
い

る
場

合
 

４
 

２
４

 
生

計
中

心
者

以
外

が
、

継
続

的
に

求
職

活
動

を
行

っ
て

い
る

場
合

 
１
 

２
５

 
学

生
 

 
 

一
般

就
労

に
準

ず
る

 

備
考

 

１
 

親
族

と
は

、
３

親
等

内
の

者
を

い
う

。
 

２
 

就
労

時
間

と
は

、
労

働
契

約
上

あ
ら

か
じ

め
定

め
ら

れ
た

始
業

の
時

刻
か

ら
終

業
の

時
刻

ま
で

の
時

間
（

当
該

時
間

の
う

ち
に

休
憩

時
間

が
あ

る
と

き
に

は
、
当

該
休

憩
時

間

を
含

む
。
）

を
い

う
。

 

３
 

入
所

希
望

日
と

は
、

入
所

を
希

望
す

る
日

又
は

入
所

を
保

留
さ

れ
て

い
る

者
に

あ
っ

て
は

入
所

が
予

定
さ

れ
る

日
を

い
う

。
 

４
 

生
計

中
心

者
と

は
、

世
帯

の
生

計
を

主
と

し
て

維
持

す
る

者
を

い
う

。
 

５
 

父
又

は
母

が
複

数
の

項
目

に
該

当
す

る
場

合
は

、
最

も
高

い
基

本
指

数
の

も
の

を
適

用
す

る
も

の
と

す
る

。
 

別
表

第
２

（
第

３
条

関
係

）
 

【
調
整
指
数

表
】
 

調
整

 
区

分
 

調
 

整
 

項
 

目
 

調
整

 
指

数
 

１
 

家 庭 の 状 況 

ひ
と

り
親

世
帯

で
あ

る
場

合
 

＋
２

２
 

２
 

生
活

保
護

法
（

昭
和

２
５

年
法
律

第
１

４
４

号
）
に

よ
る

被
保

護
世

帯
で

あ
る

場
合

 
＋

５
 

３
 

１
６

歳
以

上
６

５
歳

未
満

で
あ
り

、
か

つ
、

就
労
又

は
就

学
を

し
て

い
な

い
児

童
の
親

族
が

同
居

し
て
い

る
場

合
 

－
３

 

４
 

児
童

に
身

体
障

害
者

手
帳

、
精

神
障

害
者

保
健
福

祉
手

帳
及

び
療

育
手

帳
の

交
付

を
受

け
て

い
る

小
学

生
以

下
の
兄

弟
姉

妹
が

い
る

場
合
（

別
表

第
１

の
区

分
１

８
～

区
分

２
１

を
適

用
す

る
世

帯
で
あ

っ
て

、
当

該
兄

弟
姉

妹
が

看
護
又

は
介

護
の

対
象
者

で
あ

る
場

合
を

除
く

。
）

 
＋

１
 

５
 

父
又

は
母

の
い

ず
れ

か
が

単
身
赴

任
を

し
て

い
る
場

合
 

＋
１

 

６
 

生
計

中
心

者
が

、
公

共
職

業
安
定

所
を

通
じ

て
求
職

活
動

を
し

て
い

る
場

合
 

＋
２

 

７
 

保 護 者 の 状 況 

就
労

が
内

定
し

て
い

る
場

合
 

－
１

 

市
内

で
保

育
士

等
と

し
て

雇
用
さ

れ
て

お
り

、
１
月

１
２

０
時

間
以

上
の

就
労

時
間
（

勤
務

予
定

の
場
合

を
含

む
。

）
で

あ
る

場
合

 
＋

６
 

市
内

で
保

育
士

等
と

し
て

雇
用
さ

れ
て

お
り

、
１
月

４
８

時
間

以
上

１
２

０
時

間
未
満

の
就

労
時

間
（
勤

務
予

定
の

場
合

を
含

む
。

）
で

あ
る

場
合

 
＋

３
 

市
外

で
保

育
士

等
と

し
て

雇
用
さ

れ
て

お
り

、
１
月

４
８

時
間

以
上

の
就

労
時

間
（
勤

務
予

定
の

場
合
を

含
む

。
）

で
あ

る
場

合
 

＋
１

 

市
内

の
特

定
教

育
・

保
育

施
設
で

保
育

士
等

以
外
と

し
て

雇
用

さ
れ

て
い

る
場

合
 

＋
１

 

８
 

入
所

希
望

日
の

属
す

る
月

又
は
そ

の
翌

月
に

お
い
て

、
育

児
休

業
等

が
終

わ
り

、
職
場

に
復

帰
す

る
場
合

 
＋

２
 

９
 

一
時

預
か

り
事

業
、

認
可

外
保
育

施
設

で
の

保
育
等

を
利

用
し

、
既

に
就

労
し

て
い
る

場
合

 
＋

２
 

１
０

 
疾

病
又

は
障

害
が

あ
る

場
合

（
別

表
第

１
の

区
分
１

３
～

区
分

１
７

を
適

用
す

る
場
合

を
除

く
。

）
 

＋
２

 

１
１

 

児 童 の 状 況 

前
年

度
の

４
月

に
入

所
の

申
込
み

を
行

い
、

入
所
保

留
と

な
っ

て
い

る
場

合
（

保
護
者

が
育

児
休

業
の
延

長
を

希
望

す
る

場
合

を
除

く
。

）
 

＋
１

 

１
２

 
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

法
（

平
成

２
４

年
法

律
第
６

５
号

）
第

１
９

条
第

１
項

第
２
号

又
は

第
３

号
に
該

当
す

る
兄

弟
姉

妹
が

在
籍

す
る

施
設

へ
の

申
込

み
を

行
う

場
合

 
＋

４
 

１
３

 
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

法
第

１
９

条
第

１
項

第
１
号

に
該

当
す

る
兄

弟
姉

妹
が

在
籍
す

る
施

設
へ

の
申
込

み
を

行
う

場
合

 
＋

２
 

１
４

 
入

所
希

望
日

が
同

一
で

あ
る

兄
弟

姉
妹

の
入

所
が
既

に
決

ま
っ

て
い

る
場

合
 

＋
２

 

１
５

 
過

去
に

保
護

者
の

育
児

休
業

等
の

理
由

に
よ

り
退
園

し
た

兄
弟

姉
妹

が
お

り
、

当
該
兄

弟
姉

妹
と

同
時
入

所
を

希
望

す
る

場
合

 
＋

２
 

１
６

 
兄

弟
姉

妹
に

入
所

の
申

込
み

を
し

な
い

未
就

学
児
が

い
る

場
合

（
別

表
第

１
の

区
分
１

８
～

区
分

２
１
を

適
用

す
る

世
帯

で
あ

っ
て

、
当

該
兄

弟
姉

妹
が

看
護

又
は

介
護

の
対

象
者
で

あ
る

場
合

及
び
託

児
所

等
を

利
用

す
る

場
合

を
除
く

。
）

 
－

３
 

１
７

 
身

体
障

害
者

手
帳

、
精

神
障

害
者

保
健

福
祉

手
帳
又

は
療

育
手

帳
の

交
付

を
受

け
て
い

る
場

合
 

＋
１

 

１
８

 
代 替 手 段 

企
業

主
導

型
保

育
施

設
又

は
地
域

型
保

育
事

業
を
利

用
し

て
い

る
場

合
 

＋
３

 

企
業

主
導

型
保

育
施

設
又

は
地
域

型
保

育
事

業
を
利

用
し

て
お

り
、

卒
園

と
同

時
に
入

所
を

希
望

す
る
場

合
 

＋
４

 

１
９

 
入

所
希

望
日

の
前

日
を

も
っ

て
市

外
の

認
可

保
育
所

等
を

退
所

し
、

か
つ

、
入

所
希
望

日
を

も
っ

て
市
内

の
認

可
保

育
所

等
に

転
園

し
よ

う
と

す
る

場
合

 
＋

１
 

２
０

 
市 内 転 園 

別
の

保
育

所
等

に
在

籍
す

る
兄
弟

姉
妹

と
同

一
の
保

育
所

等
へ

の
在

籍
を

希
望

す
る
場

合
、

転
居

に
よ
り

遠
方

の
園

に
通

園
す

る
場

合
そ

の
他

の
や

む
を

得
な

い
理

由
に

よ
り

、
市
内

の
別

の
保

育
所
等

に
転

園
し

よ
う

と
す

る
場

合
 

－
２

 

２
１

 
そ

の
他

の
理

由
で

市
内

の
別

の
保

育
所

等
に

転
園
し

よ
う

と
す

る
場

合
 

－
１

２
 

２
２

 

そ の 他 

市
内

の
保

育
所

等
に

在
籍

し
て
い

な
い

多
胎

児
の
申

込
み

を
同

時
に

行
う

場
合

 
＋

１
 

２
３

 

保
育

料
又

は
副

食
費

の
滞

納
が
あ

り
、

か
つ

、
納
付

の
意

思
が

認
め

ら
れ

な
い

場
合

 
－

５
 

保
育

料
又

は
副

食
費

の
滞

納
が
あ

り
、

か
つ

、
納
付

の
意

思
が

認
め

ら
れ

る
場

合
 

－
２

 

２
４

 
福

祉
事

務
所

長
が

特
に

調
整

が
必

要
で

あ
る

と
認
め

る
場

合
 

別
途

調
整

 

備
考

 

１
 

保
育

士
等

と
は

、
保

育
士
（

子
育

て
支

援
員

研
修

事
業

実
施

要
綱
（

平
成

２
７

年
５

月
２

１
日

付
け
雇

児
発

０
５

２
１

第
１

８
号

）
に

定
め

る
子

育
て

支
援

員
の

研
修

を
修

了

し
た

も
の

を
含

む
。）

、
保

健
師

、
看

護
師

、
准

看
護

師
、
幼

稚
園

教
諭

、
小

学
校

教
諭

又
は
養

護
教

諭
の

う
ち

、
特

定
教
育

・
保

育
施

設
、

小
規

模
保

育
施

設
又

は
地
域

型
保

育

施
設

で
雇

用
さ

れ
た

も
の

を
い

う
。

 

２
 

育
児

休
業

等
と

は
、

産
前

産
後

休
業

若
し
く

は
育

児
休

業
又

は
育

児
に

伴
う
休

業
を

い
う

。
 

３
 

保
護

者
の

状
況

の
項

目
に

つ
い

て
は

、
父
又

は
母

そ
れ

ぞ
れ

の
調

整
指

数
を
合

算
す

る
も

の
と

す
る

。
 

４
 

同
一

の
調

整
区

分
内

で
複

数
の

項
目

に
該
当

す
る

場
合

は
、

最
も

高
い

調
整
指

数
を

採
用

し
、

調
整

指
数

の
合

算
は

し
な

い
も

の
と

す
る

。
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   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行し、令和６年度分の保育所・認定こども園入所申込みから適用す

る。 

 

「掲示済」 

 

別表第３（第３条関係） 

【指数が同点の場合の優先順位】 

優先 
順位 内容 

１ 保育所又は認定こども園からの転園希望でない。 

２ 保育士として就労する者（就労予定の者を含む。）を含む世帯である。 

３ ひとり親世帯である。 

４ 兄弟姉妹が既に保育所又は認定こども園に在籍している世帯である。 

５ 保育所又は認定こども園に在籍する児童の数が多い世帯である。 

６ 基本指数が高い世帯である。 

７ 地域型保育事業を利用する世帯である。 

８ 保護者が既に就労している世帯である。 

９ 保育料の滞納がない世帯である。 

１０ 養育する１８歳未満の子どもの人数が多い世帯である。 

１１ 保育を必要とする時間が長い世帯である。 
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告 示 
 

 亀岡市告示第１７２号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市市民生活部税務課におい

て保管し、送達を受けるべき者の申出があれば

交付する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   令和５年１１月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

令和５年度 市民税・府民税納税通知書 

２ 送達を受けるべき者 

  住 所  省略 

  氏 名  省略 

３ この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１７３号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市市民生活部保険医療課に

おいて保管し、送達を受けるべき者の申出があ

れば交付する。 

 ここに、高齢者の医療の確保に関する法律

（昭和５７年法律第８０号）第１１２条におい

て準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   令和５年１１月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

令和５年度 

後期高齢者医療保険料督促状３期分 

２ 送達を受けるべき者 

№ 住 所 氏 名 

1 省略 省略 

2 省略 省略 

3 省略 省略 

 

３ この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１７４号 

 

 亀岡市国民健康保険条例施行規則（昭和５３

年亀岡市規則第２０号）第１２条第３項の規定

に基づき、下記の国民健康保険被保険者証を無

効としたので同条第４項の規定により告示する。 

 

   令和５年１１月６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

記 
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亀０４０４－１２０１０ 

１ 当該者生年月日  昭和３８年６月２１日 

 

２ 保 険 者    亀岡市（２６－００７－５） 

           京都府亀岡市安町野々神８番地 

 

３ 交付した日    令和５年９月５日 

 

４ 無効になる日   令和５年１１月６日 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１７５号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市市民生活部保険医療課におい

て保管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   令和５年１１月７日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類等 

 送達する書類 
送達を受けるべき者 

住  所 氏  名 

1 
更正・決定 
通知書 

令和4年度 国民健康保険料 省略 省略 

2 
更正・決定 
通知書 

令和5年度 国民健康保険料 省略 省略 

3 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

4 
更正・決定 
通知書 

令和5年度 国民健康保険料 省略 省略 

5 
更正・決定 
通知書 

令和5年度 国民健康保険料 省略 省略 

6 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 
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7 督促状 
令和5年度 
第3期 

国民健康保険料 省略 省略 

8 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

9 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

10 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

11 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

12 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

13 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

14 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

15 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

16 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

17 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

18 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

19 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

20 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

21 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

22 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

23 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

24 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

25 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

26 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

27 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

28 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

29 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 

30 督促状 
令和5年度 
第4期 

国民健康保険料 省略 省略 
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２ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１７６号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市市民生活部税務課において保

管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   令和５年１１月１０日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

令和５年度固定資産税・都市計画税納税通知書 

２ 送達を受けるべき者 

 住所（居所） 氏名又は名称 

1 省略 省略 

2 省略 省略 

3 省略 省略 

4 省略 省略 

5 省略 省略 

6 省略 省略 

7 省略 省略 

8 省略 省略 

9 省略 省略 

10 省略 省略 

11 省略 省略 

12 省略 省略 

13 省略 省略 

14 省略 省略 

15 省略 省略 
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16 省略 省略 

17 省略 省略 

18 省略 省略 

19 省略 省略 

20 省略 省略 

21 省略 省略 

 

３ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１７７号 

 

市道路線の区域変更に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のように変

更する。 

 なお、その関係図面は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において令和５年１１月１３日から

令和５年１１月２７日まで一般の縦覧に供する。 

 

   令和５年１１月１３日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ ⑴ 路線番号   １８０６９ 

  ⑵ 路 線 名   下西裏線 

  ⑶ 道路の変更区域 

変 更 区 間 
変 更 
前後別 

 
変更区間最小幅員 

 
変更区間 
延  長 

備  考 
変更区間最大幅員 

亀岡市篠町篠下西裏40番地の1先から 

亀岡市篠町篠下西裏40番地の1先まで 
前  

5.88ｍ 
8.13ｍ 

変更後路線幅員 

最小 4.53ｍ 

最大 13.96ｍ 

変更後路線延長 

    271.90ｍ 

6.22ｍ 

亀岡市篠町篠下西裏40番地の1先から 

亀岡市篠町篠下西裏40番地の1先まで 
後  

9.73ｍ 
8.13ｍ 

13.96ｍ 
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２ ⑴ 路線番号   １８０７０ 

  ⑵ 路 線 名   馬堀駅国道線 

  ⑶ 道路の変更区域 

変 更 区 間 
変 更 
前後別 

 
変更区間最小幅員 

 
変更区間 
延  長 

備  考 
変更区間最大幅員 

亀岡市篠町篠下西裏40番地の1先から 

亀岡市篠町篠下西裏40番地の1先まで 
前  

7.65ｍ 
21.66ｍ 

変更後路線幅員 

最小 6.83ｍ 

最大 21.12ｍ 

変更後路線延長 

   1,001.93ｍ 

8.20ｍ 

亀岡市篠町篠下西裏40番地の1先から 

亀岡市篠町篠下西裏40番地の1先まで 
後  

8.17ｍ 
21.66ｍ 

8.20ｍ 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１７８号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在不明又は外国においてすべき送達が困難であるため、亀

岡市市民生活部税務課において保管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   令和５年１１月２０日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類等 

 送達する書類 
送達を受けるべき者 

住所 氏名 

1 
令和5年度 督促状 
市府民税 第3期 

省略 省略 

2 
令和5年度 督促状 
市府民税 第3期 

省略 省略 

3 
令和5年度 督促状 
市府民税 第3期 

省略 省略 

4 
令和5年度 督促状 
市府民税 第3期 

省略 省略 

5 
令和5年度 督促状 
市府民税 第3期 

省略 省略 

6 
令和5年度 督促状 
市府民税 第3期 

省略 省略 
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7 
令和5年度 督促状 
市府民税 第3期 

省略 省略 

8 
令和5年度 督促状 
市府民税 第3期 

省略 省略 

9 
令和5年度 督促状 
市府民税 第3期 

省略 省略 

10 
令和5年度 督促状 
市府民税 第3期 

省略 省略 

11 
令和5年度 督促状 
市府民税 第3期 

省略 省略 

12 
令和5年度 督促状 
市府民税 第3期 

省略 省略 

13 
令和5年度 督促状 
市府民税 第3期 

省略 省略 

14 
令和5年度 督促状 
市府民税 第3期 

省略 省略 

15 
令和5年度 督促状 
市府民税 随1期 

省略 省略 

16 
令和5年度 督促状 
市府民税 第3期 

省略 省略 

17 
令和5年度 督促状 
市府民税 第3期 

省略 省略 

18 
令和5年度 督促状 
市府民税 第3期 

省略 省略 

19 
令和5年度 督促状 
市府民税 第3期 

省略 省略 

 

２ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第１７９号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市市民生活部税務課におい

て保管し、送達を受けるべき者の申出があれば

交付する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   令和５年１１月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

令和５年度 軽自動車税納税通知書 

２ 送達を受けるべき者 

 住所 氏名 

1 省略 省略 

2 省略 省略 

3 省略 省略 

4 省略 省略 

5 省略 省略 

6 省略 省略 

7 省略 省略 

8 省略 省略 

9 省略 省略 

10 省略 省略 

11 省略 省略 

12 省略 省略 

13 省略 省略 

14 省略 省略 

15 省略 省略 

16 省略 省略 

17 省略 省略 

18 省略 省略 

19 省略 省略 

20 省略 省略 

21 省略 省略 

 

22 省略 省略 

23 省略 省略 

24 省略 省略 

25 省略 省略 

 

３ この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１８０号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市健康福祉部高齢福祉課に

おいて保管し、送達を受けるべき者の申出があ

れば交付する。 

 ここに、介護保険法（平成９年法律第１２３

号）第１４３条において準用する地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定

により告示する。 

 

   令和５年１１月３０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

督促状 令和５年度第５期分介護保険料 

２ 送達を受けるべき者 

 住 所 氏 名 

1 省略 省略 

2 省略 省略 

3 省略 省略 

4 省略 省略 
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３ この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１８１号 

 

 亀岡市都市計画法に基づく開発許可等の基準

に関する条例（平成２８年亀岡市条例第４２

号）第８条第１項第３号及び第９条第１項第３

号の規定に基づく指定区域を変更したので、同

条例第８条第２項において準用する第６条第６

項の規定により、当該指定区域の変更に係る図

書を次のとおり縦覧に供する。 

 

   令和５年１１月３０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 指定区域の名称及び土地の区域 

馬路地区（亀岡市馬路町、千歳町千歳、河

原林町河原尻 地内） 

２ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市まちづくり推進部都市計画課 

３ その他 

許容する予定建築物等の用途は変更しない。 

 

「掲示済」 
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公 告 
 

 亀岡市公告第９５号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

 なお、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

   令和５年１１月１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事の概要等 

⑴ 工 事 番 号  自第1号 

⑵ 工 事 名  亀岡市防災拠点施設整備工事 

⑶ 工 事 場 所  亀岡市吉川町穴川地内 

⑷ 工 事 種 別  土木一式工事 

⑸ 工 事 概 要  工事面積                Ａ＝9,930㎡ 

           公園工事 

           ・表土保全工             Ａ＝1,430㎡ 

           ・掘削工               Ⅴ＝1,600㎥ 

           ・路体盛土              Ⅴ＝1,300㎥ 

           ・法面整形              Ａ＝260㎡ 

           ・擁壁工               Ⅴ＝35㎥ 

           ・プレキャストボックスカルバート工  Ｌ＝7ｍ 

           ・貯水施設              1基 

           ・自由勾配側溝            Ｌ＝32ｍ 

           ・U型側溝               Ｌ＝133ｍ 

           ・集水桝               Ｎ＝1基 

           ・取水堰               Ｎ＝1基 

           ・管渠工               Ｌ＝42.9ｍ 

           ・小型マンホール工          Ｎ＝5箇所 

           ・マンホールトイレ          Ｎ＝1基 

           ・ハンドホール            Ｎ＝3箇所 

           ・電線管               Ｌ＝376ｍ 

           ・構造物取壊し            1式 

           ・敷鉄板               Ａ＝843㎡ 

           ・給水設備工             Ｌ＝213ｍ 
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           ・給水設備工（農水）         Ｌ＝73ｍ 

⑹ 工 期  契約日の翌日から令和6年3月15日まで 

⑺ 部 分 払  無 

⑻ 前 金 払  有（当該工事契約金額の40％以内 保証事業会社の保証が必要） 

⑼ 中間 前金 払   請負金額500万円以上かつ工期150日以上（変更工期を含む。）で前払金

の支払を受けており、工期の2分の1が経過していること、工程表により工

期の2分の1が経過するまでに実施すべきものとされている当該工事に係る

作業が行われていること、当該工事に係る既済作業に要する経費が請負代

金の2分の1以上に相当することのいずれの要件にも該当し、認定された場

合に限り請求できる。（中間前払金は請負金額の20％以内 保証事業会社

の保証が必要） 

⑽ 最低制限価格  採用 

⑾ 入札 保証 金  免除 

⑿ 契 約 保 証 金   落札者は、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結と同

時に納入しなければならない。この場合において、銀行その他契約担当者

が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に

関する法律（昭和27年法律第184号）第2条第4項に規定する保証事業会社

をいう。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工

事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った

場合は、契約保証金を免除する。 

⒀ 支給材料及び貸与品  無 

⒁ 契約書の要否  要 

 

２ 入札参加資格要件 

⑴ 令和5年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「土木一式工事」の「Ａ1等級」に認

定された者のうち、希望順位1位で、亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入札参

加は単体とし、共同企業体は認めない。 

⑵ 特記仕様書及び建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶ 手持ち工事（土木一式工事）が1件以上ある場合は、入札に参加することができない。 

（※手持ち工事とは、亀岡市が実施する令和4年4月1日以降に発注した土木一式工事（Ａ1等級

対象工事）の競争入札により落札した工事で、公告の日現在、工事完成届が未提出であるもの

をいう。ただし、災害復旧工事、随意契約、ＪＶによるものや亀岡市長以外と契約予定で落札

したものは手持ち工事に含まない。また、公告日から開札日までの間に、他の土木一式工事

（Ａ1等級対象工事）の競争入札で落札した業者は、落札した時点で本案件への入札参加資格

を失う。） 

⑷ 受注金額が1億円を超える場合は、入札に参加することができない。 

（※受注金額は、亀岡市が実施する令和5年4月1日以降に発注した土木一式工事、建築一式工

事及び水道施設工事における受注総計額とする。また、公告日から開札日までの間に、受注金
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額が1億円を超える場合は、落札した時点で本案件への入札参加資格を失うこととする。ただ

し、災害復旧工事、随意契約、ＪＶによるもの、亀岡市長以外と契約した工事や契約変更の増

減額は対象外とする。） 

⑸ 受注件数が1件ある場合は、入札に参加することができない。 

（※受注件数とは、亀岡市が実施する令和5年4月1日以降に発注した土木一式工事（Ａ1等級対

象工事）で受注した件数をいう。また、公告日から開札日までの間に、他の土木一式工事（Ａ

1等級対象工事）の競争入札で落札した業者は、落札した時点で本案件への入札参加資格を失

う。ただし、災害復旧工事、随意契約、ＪＶによるものや亀岡市長以外と契約予定で落札した

ものは受注件数に含まない。） 

⑹ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑺ 入札参加申請時において、国又は地方公共団体の指名停止期間中でないこと。 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書 （別紙様式1） 

⑵ 配置予定技術者調書 （別紙様式2） 

※ 入札参加資格確認申請時に配置予定技術者が特定できない場合には、複数の候補者を記載

することができるが、その場合は全ての候補者について、条件を満たしていなければならな

い。 

 配置予定技術者調書に記載された現場代理人及び監理技術者（入札参加要件に特別な記載

がなく、下請総額が4,500万円（建築一式は7,000万円）未満の場合は主任技術者）は、契約

工期中、当該工事に専任できるものとし、他工事の現場代理人、監理技術者、主任技術者、

営業所の専任技術者等、重複の配置は認めない。ただし、請負金額が4,000万円（建築一式

工事の場合は8,000万円）未満の場合は、監理技術者等を非専任で配置することができる。 

 なお、平成26年3月1日以降、主任技術者に限り、工事の対象となる工作物に一体性若しく

は連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、工事現場の

相互の間隔が10㎞程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する場合には、これら

の工事について兼任することができる。 

 また、配置予定技術者は、自社と直接的かつ恒常的な雇用関係にある技術者を記載するこ

と。（恒常的な雇用関係とは、入札参加資格確認申請の日以前におおむね3箇月以上の雇用

関係があることをいう。） 

⑶ 配置予定技術者が持っている資格・免許等を証する書面等の写し 

※ 配置予定技術者調書に記載した資格・免許等に関するものを添付すること。 

 

４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書

等の配布期間 

令和5年11月1日（水） 

午後1時から 

共通事項2のとおり 
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設計図書等の閲覧期間 令和5年11月1日（水） 

午後1時から 

共通事項2のとおり 

入札参加資格確認申請書

等の受付 

令和5年11月14日（火） 

午前9時から午後5時まで 

令和5年11月15日（水） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項3のとおり 

入札参加確認通知の送付 令和5年11月16日（木） 

午後5時までに電子入札システムにより通知 

共通事項3のとおり 

質疑の受付 申請書等に関する質問 

令和5年11月13日（月）午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和5年11月20日（月）午後3時まで 

共通事項5-1のとお

り 

質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和5年11月22日（水） 

午後5時まで 

共通事項5-1のとお

り 

入札期間 令和5年11月27日（月） 

午前9時から午後5時まで 

令和5年11月28日（火） 

午前9時から午後3時まで 

共通事項6のとおり 

予定価格の公表 令和5年11月28日（火）午後4時以降 入札情報公開システ

ムによる 

予定価格に関する質問の

受付 

予定価格の公表をしたときから 

令和5年11月30日（木）正午まで 

共通事項5-2のとお

り 

予定価格に関する質問へ

の回答 

令和5年12月1日（金）まで 共通事項5-2のとお

り 

 【予定価格に関する質

問がないとき】 

【予定価格に関する質

問があるとき】 

 

開札日時 令和5年12月1日（金） 

午前10時 

令和5年12月4日（月） 

午前10時 

電子入札システムに

よる 

再度入札を行う場合の入

札期間 

令和5年12月4日（月） 

午前9時から午後3時ま

で 

令和5年12月5日（火） 

午前9時から午後3時ま

で 

共通事項6のとおり 

再度入札の開札日時 令和5年12月4日（月） 

午後3時以降 

令和5年12月5日（火） 

午後3時以降 

電子入札システムに

よる 

（注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

   入札システム停止時間帯は受付できない。 
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５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書と配置予定技術者調書に

より、基本事項について確認を行い、資格の有無を審査したものであり、配置予定技術者調書と

確認資料による詳細な審査は、開札後行うものである。 

 

６ 落札者の決定方法 

 予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制

限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７ その他 

⑴ 落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑵ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑶ 2日目の締切間際に電子入札の入札書の送信をしようとして、パソコントラブルにより送信

が間に合わず入札書不着になるケースも懸念されるので、入札書等は「原則として、入札書受

付期間の1日目に提出する」こととし「2日目は（1日目にトラブル等が発生した場合の）予備

日」として、必ず受付期間内に間に合うように提出すること。 

⑷ その他については、共通事項のとおりとする。 

 

（問い合わせ先） 

    亀岡市 総務部 契約検査課 （電話 0771-25-5041） 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第９６号 

 

亀岡市職員採用試験公告 

 

 亀岡市職員採用試験を次のとおり実施する。 

 

   令和５年１１月１３日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 
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１ 試験区分、採用予定人数及び受験資格 

試 験 区 分 採用予定人数 受 験 資 格 

ま
ち
づ
く
り
技
師 

かめおか方式 

総合土木 

（土木・農業 

土木・造園） 

（上級） 

[２０－４０] 

若干名 

昭和５８年４月２日から平成１６年４月１日までに生ま

れた人で、次の①②③のいずれかに該当する人 

①土木施工管理技士（１級又は２級）の資格を有する人 

②民間企業や官公庁等で、土木に関する職務経験（設

計・施工管理等）が５年以上あり、かつ同一企業等に

おける３年以上の継続勤務経験がある人 

③学校教育法による高等学校以上の学校（同程度と認め

るものを含む。）において土木工学、造園・緑地、環

境工学のいずれかに関する課程を修得し卒業した人又

は令和６年３月３１日までに卒業する見込み（高等学

校を除く。）の人 

 

※①に該当する人は筆記試験が免除される。 

かめおか方式 

保育士・幼稚園教諭 

[－４０] 

若干名 

昭和５８年４月２日以降に生まれた人で、保育士資格及び幼

稚園教諭資格を有する人（令和６年３月３１日までに取得見

込みを含む。） 

※いずれか１つの試験区分のみ受験が可能である。 

※いずれの試験区分も障がい者の受験が可能である。 

※募集人数については、現時点における予定に基づくもので、今後の事業計画によって変わるこ

とがある。 

※受験資格がないことが明らかになったときは合格を取り消す場合がある。 

※地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条の規定による次の欠格条項に該当する人

は受験することができない。 

⑴ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるま

での者 

⑵ 亀岡市において懲戒免職の処分を受け、その処分の日から２年を経過しない者 

⑶ 人事委員会又は公平委員会の委員の職にあって、同法第６０条から第６３条までに規定す

る罪を犯し、刑に処せられた者 

⑷ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊す

ることを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

 

２ 試験方法・期日・場所 

それぞれの試験区分ごとの試験方法・期日・場所については、次のとおりである。また、１次

試験の集合時間等については、受験票を交付する際に知らせる。 
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⑴ 総合土木（上級） 

区 分 試験方法 期日 場所 

１次試験 

①作文試験 

②教養試験 

③ＳＰＩ３試験 

①～③で１つ選択※1 

令和５年１２月１０日（日） 亀岡市役所 

個別面接 令和５年１２月１５日（金） 亀岡市役所 

２次試験 個別面接 令和６年１月中旬※2 亀岡市役所 

※１ 受験資格の①に当てはまる人は筆記試験が免除される。 

※２ 具体的な日程は、１次試験合格者に別途通知する。 

 

⑵ 保育士・幼稚園教諭 

区 分 試験方法 期日 場所 

１次試験 

専門試験 令和５年１２月１０日（日） 亀岡市役所 

実技試験 令和５年１２月２２日（金） 亀岡市内の施設 

２次試験 個別面接 令和６年１月中旬※1 亀岡市役所 

※１ 具体的な日程は、１次試験合格者に別途通知する。 

 

３ 試験内容 

教養試験 

筆記試験（多肢択一式）を行う。 

出題数は４０題で、試験時間は２時間とする。 

出題分野は、時事、社会・人文及び自然に関する一般知識並びに文章理解、

判断・数的推理及び資料解釈に関する能力を問う問題とする。 

作文試験 
作文課題に対する理解力、文章の表現力や構成力などについて評価を行う。 

課題字数は１２００字、試験時間は１時間３０分とする。 

ＳＰＩ３試験 
言語及び非言語に関する能力検査を行う。 

出題数は７０題で、試験時間は１時間１０分とする。 

専門試験 

筆記試験（多肢択一式）を行う。 

出題数は３０題で、試験時間は１時間３０分とする。 

社会福祉・子ども家庭福祉（社会的養護を含む。）、保育の心理学、教育

学・教育法規、保育原理・保育内容及び子どもの保健を問う問題とする。 
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４ 合格発表等 

⑴ 日程 

合格発表 

１次試験 令和５年１２月下旬 

２次試験 令和６年１月下旬 

⑵ 通知方法及び職員採用候補者名簿の登載 

ア １次及び２次試験の合格発表については、市ホームページで受験番号を掲示するほか、合

格者にのみ通知を行う。また、２次試験の合格発表については、合格者の受験番号を掲載し

た公告文を掲示する。 

イ 最終合格者は、試験区分ごとの職員採用候補者名簿に登載し、令和６年４月１日以降必要

に応じて採用する。ただし、最終合格者と調整し、令和６年３月３１日以前に採用する場合

がある。職員採用候補者名簿の有効期間は、令和７年４月１日までとする。 

 

５ 初任給 

（参考：令和５年４月１日現在。ただし、地域手当を含む。） 

大学卒 短大卒 高校卒 

１９６，３１２円 １７７，１２６円 １６３，８７６円 

⑴ 職歴や学歴等により給料月額が増減する場合がある。また、扶養手当、通勤手当、期末・勤

勉手当（いわゆるボーナス）等の諸手当が要件に応じて支給される。 

⑵ 初任給については、採用前の給与改定等により変更になる場合がある。 

⑶ 福利厚生制度については、共済組合の制度として、保険給付や資金貸付等が受けられる。 

⑷ 受動喫煙防止対策として、原則敷地内は禁煙である。（一部特定屋外喫煙所がある。） 

 

６ 受験申込みの手続 

申込方法 
亀岡市職員採用試験のインターネットの専用ページから申し込むこととする。 
※インターネットによる申込みができない場合は、１１月２１日（火）午後５
時までに人事課まで問い合わせることとする。 

申込受付期間 
令和５年１１月１３日（月）～１２月３日（日） 
※受付後は、申込みをした試験区分の変更はできない。 

 

７ その他 

 自然災害などの発生により、試験が中止又は延期になる場合や、試験会場、試験内容、開始時

間などが変更になる場合がある。 

 なお、中止、延期又は変更が生じた場合は、市ホームページなどで行う。 
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８ 採用試験についての問い合わせ 

 受験手続、その他の不明な点は亀岡市市長公室人事課に問い合わせることとする。 

   〒６２１－８５０１ 京都府亀岡市安町野々神８番地 

   電 話 （０７７１）２２－３１３１（市役所代表）…（内線２９５４） 

   電 話 （０７７１）５５－９４５１（人事課直通） 

   ＦＡＸ （０７７１）２４－５５０１ 

   ＵＲＬ:https://www.city.kameoka.kyoto.jp/ 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第９７号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

 なお、この工事は受発注者双方が工程調整を綿密に行い、現場の週休２日を確保できるよう工事

を実施する「週休２日促進工事（受注者希望方式）」の対象である。 

 また、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

   令和５年１１月１５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事の概要等 

⑴ 工 事 番 号  5土道改第6号 

⑵ 工  事  名  市道柳町線外1線道路改良工事 

⑶ 工 事 場 所  亀岡市柳町地内外 

⑷ 工 事 種 別  舗装工事 

⑸ 工 事 概 要  工事延長                  Ｌ＝410.1ｍ 

           路面切削工（t=5cm）            Ａ＝883.7㎡ 

           As舗装工（脱色密粒度As13 緑 t=5cm）   Ａ＝883.7㎡ 

           特殊舗装工ストリートプリント       Ａ＝191.7㎡ 

            表層工（再生密粒度As13 t=4cm）     Ａ＝191.7㎡ 

            基礎工（再生粗粒度As20 t=5cm）     Ａ＝191.7㎡ 

            不陸整正（補足材ありRM-30 t=3cm）   Ａ＝191.7㎡ 

⑹ 予定価格（税込）  33,988,900円 

          【入札書比較価格（税抜） 30,899,000円】 

⑺ 工 期  契約日の翌日から令和6年3月15日まで 
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⑻ 部 分 払  無 

⑼ 前 金 払  有（当該工事契約金額の40％以内 保証事業会社の保証が必要） 

⑽ 最低制限価格  採用 

⑾ 入札 保証 金  免除 

⑿ 契 約 保 証 金   落札者は、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結と同

時に納入しなければならない。この場合において、銀行その他契約担当者

が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に

関する法律（昭和27年法律第184号）第2条第4項に規定する保証事業会社

をいう。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工

事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った

場合は、契約保証金を免除する。 

⒀ 支給材料及び貸与品  無 

⒁ 契約書の要否  要 

 

２ 入札参加資格要件 

⑴ 令和5年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「舗装工事」に登録された者のうち、

希望順位2位以上で、亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入札参加は単体とし、

共同企業体は認めない。 

⑵ 特記仕様書及び建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶ 手持ち工事が1件以上ある場合は、入札に参加することができない。 

（※手持ち工事とは、亀岡市が実施する令和5年4月1日以降に発注した舗装工事の競争入札に

より落札した工事で、公告の日現在、工事完成届が未提出であるものをいう。ただし、災害復

旧工事、随意契約、ＪＶ案件、単価契約案件によるものや亀岡市長以外と契約予定で落札した

ものは手持ち工事に含まない。また、公告日から開札日までの間に、他の舗装工事の競争入札

で落札した業者は、落札した時点で本案件への入札参加資格を失う。） 

⑷ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑸ 入札参加申請時において、国又は地方公共団体の指名停止期間中でないこと。 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書 （別紙様式1） 

※ 本案件では、「配置予定技術者調書」「資格・免許等を証する書面等の写し」の提出は求

めない。 

 

４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書

等の配布期間 

令和5年11月15日（水） 

午前11時から 

共通事項2のとおり 

 



 
亀 岡 市 公 報 

 24 

第９４７号令和５年１２月１５日発行 

設計図書等の閲覧期間 令和5年11月15日（水） 

午前11時から 

共通事項2のとおり 

入札参加資格確認申請書

等の受付 

令和5年11月22日（水） 

午前9時から午後5時まで 

令和5年11月24日（金） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項3のとおり 

入札参加確認通知の送付 令和5年11月27日（月） 

午後5時までに電子入札システムにより通知 

共通事項3のとおり 

質疑の受付 申請書等に関する質問 

令和5年11月21日（火）午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和5年11月28日（火）午後3時まで 

共通事項5のとおり 

 

質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和5年11月30日（木）午後5時まで 

共通事項5のとおり 

入札期間 

 

 

令和5年12月4日（月） 

午前9時から午後5時まで 

令和5年12月5日（火） 

午前9時から午後3時まで 

共通事項6のとおり 

 

開札日時 令和5年12月6日（水） 

午前11時 

電子入札システムに

よる 

（注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

   入札システム停止時間帯は受付できない。 

 

５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書により、基本事項につい

て確認を行い、入札参加資格の有無を審査したものであり、詳細な審査は、開札後行うものであ

る。 

 

６ 落札者の決定方法 

 予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制

限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７ その他 

⑴ 落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 
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⑵ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合

には、当工事の入札に参加できないととも

に、亀岡市の指名停止措置を行うことがあ

る。 

⑶ 2日目の締切間際に電子入札の入札書の

送信をしようとして、パソコントラブルに

より送信が間に合わず入札書不着になる 

ケースも懸念されるので、入札書等は「原

則として、入札書受付期間の1日目に提出

する」こととし「2日目は（1日目にトラブ

ル等が発生した場合の）予備日」として、

必ず受付期間内に間に合うように提出する

こと。 

⑷ 「週休２日促進工事（受注者希望方

式）」の詳細については、亀岡市週休２日

制促進工事実施要領等（亀岡市ホームペー

ジ掲載）によるものとする。 

⑸ その他については、共通事項のとおりと

する。 

 

（問い合わせ先） 

    亀岡市 総務部 契約検査課 

    （電話 0771-25-5041） 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第９８号 

 

 旧農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律

第６５号）第１８条第１項の規定により、農用

地利用集積計画を定めたので、同法第１９条の

規定により公告し、その関係書類を次により縦

覧に供する。 

 

   令和５年１１月１５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 縦覧期間 

 令和５年１１月１５日以後、常時備え置

くこととする。 

２ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第９９号 

 

 亀岡市立保育所・認定こども園・幼稚園にお

ける保育業務支援システム導入業務及び運用保

守業務について、公募型プロポーザル方式によ

り事業者の選定を行うので、次のとおり公告す

る。 

 

   令和５年１１月２０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 業務概要 

⑴ 業務名 

亀岡市立保育所・認定こども園・幼稚園

における保育業務支援システム導入業務

及び運用保守業務 

⑵ 業務内容 

 亀岡市立保育所・認定こども園・幼稚園

における保育業務支援システム導入業務及

び運用保守業務仕様書のとおりとする。 

⑶ 業務期間 

ア 導入構築業務 

 契約締結の日から令和６年３月３１日

まで 
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イ サービス利用・運用保守業務（予定） 

 令和６年３月１日から令和１１年２月２８日まで 

⑷ 見積限度額（消費税及び地方消費税を含む。） 

ア 導入・構築業務         ３，５３３，２００円 

イ サービス利用・運用保守業務   月額２０２，４００円 

※ この金額は、契約時の予定価格を示すものではなく、企画提案の規模を示すためのもので

ある。 

 なお、提案額が見積限度額を超過している場合は失格とする。 

 

２ その他 

 詳細は、亀岡市立保育所・認定こども園・幼稚園における保育業務支援システム導入業務及び

運用保守業務公募型プロポーザル実施要領による。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第１００号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

 なお、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

   令和５年１１月２１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事の概要等 

⑴ 工 事 番 号  5土道改第7号 

⑵ 工  事  名  市道京町線道路改良工事 

⑶ 工 事 場 所  亀岡市京町地内 

⑷ 工 事 種 別  舗装工事 

⑸ 工 事 概 要  工事延長           Ｌ＝242.90ｍ 

          工事幅員           Ｗ＝2.50ｍ 

           路面切削工         Ａ＝570㎡ 

           殻運搬・処分        Ｖ＝28㎥ 

           表層工           Ａ＝570㎡ 

           仮設工           1式 
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⑹ 予定価格（税込）  12,663,200円 

          【入札書比較価格（税抜） 11,512,000円】 

⑺ 工 期  契約日の翌日から90日間 

⑻ 部 分 払  無 

⑼ 前 金 払  有（当該工事契約金額の40％以内 保証事業会社の保証が必要） 

⑽ 最低制限価格  採用 

⑾ 入札 保証 金  免除 

⑿ 契 約 保 証 金   落札者は、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結と同

時に納入しなければならない。この場合において、銀行その他契約担当者

が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に

関する法律（昭和27年法律第184号）第2条第4項に規定する保証事業会社

をいう。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工

事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った

場合は、契約保証金を免除する。 

⒀ 支給材料及び貸与品  無 

⒁ 契約書の要否  要 

 

２ 入札参加資格要件 

⑴ 令和5年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「舗装工事」に登録された者のうち、

希望順位2位以上で、亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入札参加は単体とし、

共同企業体は認めない。 

⑵ 特記仕様書及び建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶ 手持ち工事が1件以上ある場合は、入札に参加することができない。 

（※手持ち工事とは、亀岡市が実施する令和5年4月1日以降に発注した舗装工事の競争入札に

より落札した工事で、公告の日現在、工事完成届が未提出であるものをいう。ただし、災害復

旧工事、随意契約、ＪＶ案件、単価契約案件によるものや亀岡市長以外と契約予定で落札した

ものは手持ち工事に含まない。また、公告日から開札日までの間に、他の舗装工事の競争入札

で落札した業者は、落札した時点で本案件への入札参加資格を失う。） 

⑷ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑸ 入札参加申請時において、国又は地方公共団体の指名停止期間中でないこと。 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書 （別紙様式1） 

※ 本案件では、「配置予定技術者調書」「資格・免許等を証する書面等の写し」の提出は求

めない。 
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４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書

等の配布期間 

令和5年11月21日（火） 

午後1時から 

共通事項2のとおり 

設計図書等の閲覧期間 令和5年11月21日（火） 

午後1時から 

共通事項2のとおり 

入札参加資格確認申請書

等の受付 

令和5年11月28日（火） 

午前9時から午後5時まで 

令和5年11月29日（水） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項3のとおり 

入札参加確認通知の送付 令和5年11月30日（木） 

午後5時までに電子入札システムにより通知 

共通事項3のとおり 

質疑の受付 申請書等に関する質問 

令和5年11月27日（月）午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和5年12月1日（金）午後3時まで 

共通事項5のとおり 

 

質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和5年12月5日（火）午後5時まで 

共通事項5のとおり 

入札期間 

 

 

令和5年12月7日（木） 

午前9時から午後5時まで 

令和5年12月8日（金） 

午前9時から午後3時まで 

共通事項6のとおり 

 

開札日時 令和5年12月11日（月） 

午後2時30分 

電子入札システムに

よる 

（注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

   入札システム停止時間帯は受付できない。 

 

５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書により、基本事項につい

て確認を行い、入札参加資格の有無を審査したものであり、詳細な審査は、開札後行うものであ

る。 

 

６ 落札者の決定方法 

 予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制

限価格未満で入札した者は失格とする。 
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７ その他 

⑴ 落札者の決定後、当該入札に付する工事

に係る契約の締結までの間において、当該

落札者が入札参加資格要件を満たさなく 

なった場合には、当該工事契約を締結しな

いことがある。 

⑵ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合

には、当工事の入札に参加できないととも

に、亀岡市の指名停止措置を行うことがあ

る。 

⑶ 2日目の締切間際に電子入札の入札書の

送信をしようとして、パソコントラブルに

より送信が間に合わず入札書不着になる 

ケースも懸念されるので、入札書等は「原

則として、入札書受付期間の1日目に提出

する」こととし「2日目は（1日目にトラブ

ル等が発生した場合の）予備日」として、

必ず受付期間内に間に合うように提出する

こと。 

⑷ その他については、共通事項のとおりと

する。 

 

（問い合わせ先） 

    亀岡市 総務部 契約検査課 

    （電話 0771-25-5041） 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第１０１号 

 

 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４

年法律第５８号）第１３条第１項の規定に基づ

き、亀岡農業振興地域整備計画を変更したので

同条第４項で準用する同法第１２条の規定によ

り公告し、当該計画書を次により縦覧に供する。 

 

   令和５年１１月２４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 農業振興地域整備計画書の縦覧期間 

 令和５年１１月２４日以後、常時備え置

くこととする。 

 

２ 農業振興地域整備計画書の縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第１０２号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

２９条第１項に関する工事が完了したので、次

のとおり公告する。 

 

   令和５年１１月２８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事が完了した開発区域に含まれる地域 

 亀岡市河原林町河原尻菖蒲９の５、１０、

１４の２、１７の３、１７の４、１７の５、

１７の６ 

（関連区域） 

 亀岡市河原林町河原尻菖蒲１１の一部、

９の２の一部 

２ 開発許可を受けた者の住所及び名称 

亀岡市河原林町河原尻菖蒲１６の１ 

有限会社中澤自動車工業所 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第１０３号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

２９条第１項に関する工事が完了したので、次

のとおり公告する。 

 

   令和５年１１月２８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事が完了した開発区域に含まれる地域 

 亀岡市篠町篠中西裏１８の１３、１９、

２３の１、市有地 

（関連区域） 

 亀岡市篠町篠中西裏１８の１の一部、市

有地 

２ 開発許可を受けた者の住所及び名称 

亀岡市荒塚町１丁目１の３ 

株式会社山和不動産 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第１０４号 

 

 亀岡農業振興地域整備計画について、農業振

興地域の整備に関する法律施行令（昭和４４年

政令第２５４号）第１０条の規定に該当する軽

微な変更をしたので、農業振興地域の整備に関

する法律（昭和４４年法律第５８号）第１３条

第４項で準用する同法第１２条の規定により公

告し、当該変更後の計画書を次により縦覧に供

する。 

 

   令和５年１１月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 縦覧期間 

 令和５年１１月２９日以後、常時備え置

くこととする。 

２ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第１０５号 

 

 令和５年亀岡市公告第４９号に基づき実施し

た本市職員採用試験の結果、次のとおり合格者

及び補欠合格者を決定し、職員採用候補者名簿

に登載したので公告する。ただし、有効期限に

ついては、令和７年４月１日までとする。 

 

   令和５年１１月２９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 合格者受験番号 

 かめおか方式 

  事務（上級） 

  １００２ １００５ １００７ １０１４ 

  １０３３ １０５３ １０９３ １０９５ 

  １１０１ １１１０ １１２０ １１３０ 

  １１３１ １１３２ １１４２ １１４７ 

  １１４８ １１４９ １１５１ １１５８ 

  １１６２ １１６５ １１６８ １１７２ 

  １１７７ 

 一般方式 

  事務（初級） 

  ２００１ 
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 かめおか方式 

  司書 

  ５００１ ５０１８ 

 かめおか方式 

  保育士・幼稚園教諭 

  ６００３ ６００５ ６００６ ６００７ 

  ６００８ ６００９ ６０１０ 

 

２ 補欠合格者受験番号 

 かめおか方式 

  事務（上級） 

  １０５７ １０８１ １０８４ １１１２ 

  １１２４ １１５３ １２０６ 

 かめおか方式 

  司書 

  ５０１６ 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第１０６号 

 

亀岡市人事行政の運営等の状況 

 

 亀岡市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年亀岡市条例第５号）の規定に基

づき、令和４年度における亀岡市人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表する。 

 

   令和５年１１月３０日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

⑴ 職員の任免の状況 

  ア 職員の採用の状況（令和４年度） 

区分 試験採用 選考採用 割愛採用 計 

事務・技術 21人   21人 

保健師 1人   1人 

保育士・幼稚園教諭 3人   3人 

指導主事   1人 1人 

病院医師  2人  2人 

病院看護師 7人   7人 

計 32人 2人 1人 35人 

（注）１ 一般職に属する職員の採用状況である。ただし、再任用職員、臨時的任用職員及び

非常勤職員を含まない。 

２ 割愛採用とは、京都府等との人事交流による採用のことをいう。 

 

  イ 職員の退職の状況（令和４年度） 

区分 定年退職 勧奨退職 普通退職 その他 計 

事務・技術 19人 5人 15人 2人 41人 

保育士   5人  5人 

指導主事   2人  2人 

病院医師   2人  2人 

病院看護師   3人  3人 

病院医療技術 1人    1人 

計 20人 5人 27人 2人 54人 

（注）一般職に属する職員の退職状況である。ただし、再任用職員、臨時的任用職員及び非常

勤職員を含まない。 
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  ウ 職員の採用における競争試験の実施状況（令和４年度実施状況） 

試験区分 申込者 受験者Ａ 
1次試験 
合格者 

2次試験 
合格者 

最終 
合格者Ｂ 

競争率 
Ａ／Ｂ 

総合土木（上級）（チャレンジ方式） 6人 5人 5人 5人 5人 1.0 

建築（上級）（チャレンジ方式） 4人 4人 4人 2人 2人 2.0 

事務（上級）（かめおか方式） 
314人 203人 85人 39人 27人 7.5 

60人 51人 36人 21人 15人 3.4 

事務（初級）（かめおか方式） 1人 1人 1人 1人 1人 1.0 

総合土木（上級）（かめおか方式） 

3人 3人 3人 1人 1人 3.0 

1人 1人 0人 － － － 

2人 2人 2人 0人 － － 

総合土木（初級）（かめおか方式） 0人 － － － － － 

保育士・幼稚園教諭（かめおか方式） 

14人 11人 11人 6人 6人 1.8 

1人 1人 1人 1人 1人 1.0 

0人 － － － － － 

学芸員（かめおか方式） 
2人 1人 1人 1人 0人 － 

3人 0人 － － － － 

保健師（かめおか方式） 4人 4人 4人 3人 2人 2.0 

事務（初級）（一般方式） 4人 2人 2人 1人  2.0 

総合土木（初級）（一般方式） 3人 2人 2人 2人  1.0 

病院看護師 6人 5人   4人 1.3 

（注）１ 令和４年度中に実施した状況であり、実際に採用した年度とは一致しない。 

   ２ 最終合格者には採用辞退者、補欠合格者等を含む。 
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⑵ 職員数の状況 

  ア 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在） 

部門 
職員数 

主な増減理由 
令和4年 令和5年 増減 

普
通
会
計
部
門 

一
般
行
政
部
門 

議会 7人 7人   

総務 136人 137人 1人 業務量増加 

税務 35人 35人   

民生 158人 161人 3人 子供施策拡充による体制強化 

衛生 41人 40人 △1人 コロナ禍配置の見直し 

農林水産 27人 27人   

商工 14人 14人   

土木 64人 66人 2人 土地整備事業業務量増加 

計 482人 487人 5人  

教育部門 68人 66人 △2人 退職者不補充による減 

小計 550人 553人 3人  

公
営
企
業
等
部
門 

病院 130人 130人   

水道 26人 26人   

下水道 21人 21人   

その他 26人 25人 △1人 他団体派遣終了に伴う減 

小計 203人 202人 △1人  

合計 
753人 

[839人] 
755人 

[839人] 
2人  

（注）１ 一般職に属する職員の人数である。ただし、再任用職員、臨時的任用職員及び非常

勤職員を含まない。 

   ２ [  ]内は、条例定数である。 

 

  イ 職種別職員数の状況（各年４月１日現在） 

職種 
職員数 

職種内容 
令和4年 令和5年 

一般行政職 434人 432人 下欄のいずれにも該当しない職 

税務職 35人 35人 課税、納税の業務に従事する職（税務課、税機構職員） 

医療技術職 2人 2人 医療技術の業務に従事する職（理学療法士） 

保健職 22人 21人 保健師の業務に従事する職（保健センター保健師等） 

福祉職 70人 75人 保育の業務に従事する職（保育所保育士、養護師等） 

企業職 177人 177人 地方公営企業に従事する職（上下水道部、市立病院職員） 

技能労務職 1人 1人 現業の業務に従事する職（用務員等） 

教育職 12人 12人 教育公務員（指導主事、幼稚園教諭、養護教諭） 

計 753人 755人  

（注）一般職に属する職員の人数である。ただし、再任用職員、臨時的任用職員及び非常勤職

員を含まない。 
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⑶ 過去５年間における職員数の推移（各年４月１日現在） 

部門 平成31年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 

普
通
会
計
部
門 

一般行政部門 
職員数 487人 489人 486人 482人 487人 

増減 18人 2人 △3人 △4人 5人 

教育部門 
職員数 68人 68人 68人 68人 66人 

増減 △3人 0人 0人 0人 △2人 

小計 
職員数 555人 557人 554人 550人 553人 

増減 15人 2人 △3人 △4人 3人 

公
営
企
業
等
部
門 

病院 
職員数 125人 127人 129人 130人 130人 

増減 1人 2人 2人 1人 0人 

水道 
職員数 27人 26人 26人 26人 26人 

増減 0人 △1人 0人 0人 0人 

下水道 
職員数 21人 22人 21人 21人 21人 

増減 0人 1人 △1人 0人 0人 

その他 
職員数 25人 24人 25人 26人 25人 

増減 △1人 △1人 1人 1人 △1人 

小計 
職員数 198人 199人 201人 203人 202人 

増減 0人 1人 2人 2人 △1人 

合計 
総合計 753人 756人 755人 753人 755人 

増減 15人 3人 △1人 △2人 2人 

（注）１ 一般職に属する職員の人数である。ただし、再任用職員、臨時的任用職員及び非常

勤職員を含まない。 

２ 増減は、各年における対前年比の職員増減数を示す。 

 

２ 職員の人事評価の状況 

制度名 対象者 実施期間 

人事評価制度 全職員 令和4年4月～令和5年3月末 
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３ 職員の給与の状況 

⑴ 人件費と職員給与費の状況 

  ア 人件費の状況（令和４年度普通会計決算） 

住民基本 

台帳人口 
歳出額Ａ 実質収支 人件費Ｂ 

人件費率 

Ｂ／Ａ 

（参考） 

令和３年度の 

人件費率 

86,975人 44,320,264千円 1,254,800千円 6,126,367千円 13.8％ 13.7％ 

（注）住民基本台帳人口は、令和5年3月31日現在のものである。 

 

  イ 職員給与費の状況（令和４年度普通会計決算） 

職員数Ａ 
給与費 １人当たり 

給与費Ｂ／Ａ 給料 職員手当 期末勤勉手当 計Ｂ 

554人 1,981,752千円 586,232千円 785,612千円 3,353,602千円 6,097千円 

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

２ 職員数は、普通会計に属する一般職の職員（令和4年4月1日現在）の人数である。

ただし、教育長、再任用職員、臨時的任用職員及び非常勤職員を含まない。 

 

  ウ ラスパイレス指数の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給

与水準を示す指数である。 

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を

単純平均したものである。 
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⑵ 特別職等の報酬等の状況（令和４年４月１日現在） 

区分 
給料月額等 

令和４年度 

給 
料 

市長 
副市長 
病院事業管理者 
教育長 

985,000円／月 
787,000円／月 
664,000円／月 
694,000円／月 

報 
酬 

議長 
副議長 
議員 

560,000円／月 
490,000円／月 
440,000円／月 

期 
末 
手 
当 

市長 
副市長 
病院事業管理者 
教育長 

支給月数：3.25月分 
役職加算額：（給料月額＋地域手当）×15％ 

議長 
副議長 
議員 

支給月数：3.25月分 
役職加算額：報酬月額×15％ 

退 
職 
手 
当 

 
市長 
副市長 
病院事業管理者 
教育長 

算定方式           1期の手当額   支給時期 
給料月額×在籍年数×550/100  1,950万円 任期毎又は退職時 
給料月額×在籍年数×325/100   921万円 任期毎又は退職時 
給料月額×在籍年数×280/100   669万円 任期毎又は退職時 
給料月額×在籍年数×280/100   536万円 任期毎又は退職時 

備 
考 

 

市長、副市長、病院事業管理者及び教育長に地域手当支給 
（給料月額の6％） 
退職手当については算定額に市長、副市長及び病院事業管理者は
100分の90、教育長は100分の92の割合を得た額 

（注）退職手当の「1期の手当額」は、各年4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期

（4年＝48月）（教育長は3年＝36月）勤めた場合における退職手当の見込額である。 

 

⑶ 公営企業職員の職員給与費の状況 

  ア 水道事業（令和４年度決算） 

総費用Ａ 純損益 職員給与費Ｂ 
総費用に占める 
職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

（参考） 
令和３年度の総費用に 
占める職員給与費比率 

1,524,248千円 178,302千円 148,040千円 9.7％ 10.6％ 

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費42,724千円を含まない。 

 

職員数Ａ 
給与費 １人当たり 

給与費Ｂ／Ａ 給料 職員手当 期末勤勉手当 計Ｂ 

27人 95,505千円 25,833千円 36,596千円 157,934千円 5,849千円 

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

   ２ 職員数は、令和5年3月31日現在の人数である。 
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  イ 下水道事業（令和４年度決算） 

総費用Ａ 純損益 職員給与費Ｂ 
総費用に占める 
職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

（参考） 
令和３年度の総費用に 
占める職員給与費比率 

2,771,889千円 254,168千円 122,094千円 4.4％ 4.3％ 

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費18,521千円を含まない。 

 

職員数Ａ 
給与費 １人当たり 

給与費Ｂ／Ａ 給料 職員手当 期末勤勉手当 計Ｂ 

22人 72,489千円 15,823千円 27,728千円 116,040千円 5,275千円 

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

   ２ 職員数は、令和5年3月31日現在の人数である。 

 

  ウ 病院事業（令和４年度決算） 

総費用Ａ 純損益 職員給与費Ｂ 
総費用に占める 
職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

（参考） 
令和３年度の総費用に 
占める職員給与費比率 

3,376,278千円 121,255千円 1,218,504千円 36.1％ 38.0％ 

 

職員数Ａ 
給与費 １人当たり 

給与費Ｂ／Ａ 給料 職員手当 期末勤勉手当 計Ｂ 

130人 501,939千円 298,385千円 206,900千円 1,007,224千円 7,748千円 

（注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

   ２ 職員数は、令和5年3月31日現在の人数である。 

 

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

⑴ 職員の勤務時間の状況（令和５年４月１日現在） 

1週間の勤務時間 
開始時刻 
終了時刻 

休憩時間 週休日・休日 

38時間45分 
開始：午前8時30分 
終了：午後5時15分 

午後0時00分 
～午後1時 

土曜日、日曜日、 
国民の祝日、年末年始（12/29～1/3） 

（注）公務の運営上の事情等により特別の形態により勤務する職員を除く。 

 

⑵ 休暇制度の状況 

  ア 年次有給休暇の制度と取得状況について 

区分 原因・理由等 休暇の期間 取得実績 

年次休暇 
1の年度ごとにおける休暇
取得時季及び理由のいかん
にかかわらず取得可 

1の年度に20日 
残日数は、20日を限度に次
の年度に限り繰り越すこと
ができる。 

平均取得日数：10.4日 
取得率：27.2％ 

（注）取得実績は、令和4年4月1日から令和5年3月31日までの間に取得した平均値である。 
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  イ 療養休暇（有給）の制度について 

区分 原因・理由等 休暇の期間 

公務傷病 
公務上の負傷若しくは疾病又は通
勤による負傷若しくは疾病により
療養が必要なとき。 

療養を必要とする期間 

結核 
結核性の疾病により療養が必要な
とき。 

療養を必要とする180日以内の期間 

私傷病 
その他の負傷又は疾病により療養
が必要なとき。 

療養を必要とする90日以内の期間 

通院 
負傷又は疾病により通院が必要な
とき。 

通院を必要とする期間で必要最低限の時間 
※ 1回の承認は、90日以内 

（注）公務傷病、結核、私傷病及び通院については、医師の診断書に基づき承認する。 

 

  ウ 特別休暇（有給）の制度について 

区分 休暇の基準 休暇の期間 

公民権行使休暇 
選挙権その他公民としての権利
を行使する場合 

その都度必要と認められる期間 

公の職務執行休
暇 

裁判員、証人、鑑定人、参考人
として国会、裁判所、地方公共
団体の議会その他の官公署へ出
頭する場合 

その都度必要と認められる期間 

ドナー休暇 

職員が骨髄移植のための骨髄若
しくは末梢血幹細胞移植のため
の末梢血幹細胞の提供希望者と
してその登録を実施する者に対
して登録の申出を行い、又は配
偶者、父母、子及び兄弟姉妹以
外の者に、骨髄移植のため骨髄
若しくは末梢血幹細胞移植のた
め末梢血幹細胞を提供する場合
で、当該申出又は提供に伴い必
要な検査、入院等をする場合 

その都度必要と認められる期間 

ボランティア休
暇 

職員が自発的に、かつ、報酬を
得ないで次に掲げる社会に貢献
する活動を行う場合 
⑴ 地震、暴風雨、噴火等によ
り相当規模の災害が発生した
被災地又はその周辺の地域に
おける生活関連物資の配布そ
の他の被災者を支援する活動 

⑵ 身体障害者療護施設、特別
養護老人ホームその他の主と
して身体上若しくは精神上の
障害がある者又は負傷し、若
しくは疾病にかかった者に対
して必要な措置を講ずること
を目的とする施設であって市
長が定めるものにおける活動 

1の年度について5日以内でその都度必要と
認められる期間 
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⑶ ⑴及び⑵に掲げる活動のほ
か、身体上若しくは精神上の
障害、負傷又は疾病により常
態として日常生活を営むのに
支障がある者の介護その他の
日常生活を支援する活動 

 

結婚休暇 

職員が結婚する場合で、結婚
式、旅行その他結婚に伴い必要
と認められる行事等のため勤務
しないことが相当であると認め
られる場合 

結婚の日（婚姻届の提出日、結婚式挙行日
等）の5日前から1月後までの間の週休日、
休日を除く8日以内の期間（いずれの日を
結婚の日とするかは、職員が選択すること
ができる。） 

出生サポート休
暇 

職員が不妊治療に係る通院等の
ため勤務しないことが相当であ
ると認められる場合 

1の年度において5日（当該通院等が体外受
精その他の市長が定める不妊治療に係るも
のである場合にあっては、10日）の範囲内
の期間 

産前休暇 
出産する予定である職員が申し
出た場合 

出産予定日の前8週間（多胎妊娠の場合は
14週間）以内の日から出産の日までの期間 

産後休暇 職員が出産した場合 
出産の日の翌日から8週間を経過するまで
の期間 

育児時間 

生後満1年に達しない子を育て
る職員が、その子の保育のため
に必要と認められる授乳等を行
う場合 

1日2回それぞれ30分以内の期間 

配偶者の出産休
暇 

配偶者の出産に伴い勤務しない
ことが相当であると認められる
場合 

職員の妻の出産に係る入院等の日から当該
出産の日後2週間を経過する日までの期間
内の2日以内の期間 

育児参加休暇 

職員の妻が出産する場合、その
出産予定日の6週間（多胎妊娠
の場合は14週間）前の日から当
該出産の日後1年を経過する日
までの期間に、当該出産に係る
子又は小学校就学の始期に達す
るまでの子を養育する職員が、
これらの子の養育のため勤務し
ないことが相当であると認めら
れるとき。 

当該期間内における5日以内の期間 

子の看護休暇 

小学校就学の始期に達するまで
の子（配偶者の子を含む。）を
養育する職員が、その子の看護
のため勤務しないことが相当で
あると認められる場合 

1の年度について5日以内の期間（その養育
する小学校就学の始期に達するまでの子が
2人以上の場合にあっては10日） 

短期介護休暇 

職員が配偶者、父母、子、孫、
配偶者の父母及び職員と同居す
る祖父母、兄弟姉妹で負傷、疾
病又は老齢により2週間以上に
わたり日常生活を営むのに支障
がある者の介護その他の世話を
するとき。 

1の年度について5日以内の期間（要介護者
が2人以上の場合にあっては10日） 
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生理休暇 
生理のために勤務することが著
しく困難である場合 

1回について2日以内で必要とする期間 

妊娠の通院休暇 
妊娠中及び出産後の職員が保健
指導又は健康診査を受ける場合 

次の区分によりその都度必要と認められる
期間 
 

妊娠23週まで 4週間に1回 

妊娠24週から満35週まで 2週間に1回 

妊娠36週から出産まで 1週間に1回 

出産後1年まで その間に1回 
  

妊娠障害休暇 
妊娠中の職員が妊娠障害のため
勤務することが著しく困難な場
合 

30日以内で必要と認められる期間 

服喪休暇 

職員の親族が死亡した場合で、
職員が葬儀、服喪その他親族の
死亡に伴い必要と認められる行
事等のため勤務しないことが相
当であると認められる場合 

親 族 日 数 

配偶者 10日 

父母 7日 

子 5日 

祖父母、曽祖父母 3日 

孫 1日 

兄弟姉妹 3日 

おじ、おば 1日 

父母の配偶者、配偶者の父母 3日(7日) 

子の配偶者、配偶者の子 1日(5日) 

祖父母の配偶者又は配偶者の祖父母 
1日(3日) 

兄弟姉妹の配偶者又は配偶者の兄弟姉妹 

おじ又はおばの配偶者 1日 

１ 日数は、その事実を知った日（日数が
1日のものにあっては、任命権者が承認
した日）から起算する。 

２ 同一生計の場合は( )内の日数とす
る。 

父母等の追悼休
暇 

職員が、配偶者、父母、子及び
兄弟姉妹の追悼のための特別な
行事を行う場合 

1日以内で必要と認められる期間 

夏季休暇 

職員が夏季における盆等の諸行
事、心身の健康の維持及び増進
又は家庭生活の充実のため勤務
しないことが相当であると認め
られる場合 

1の年度の7月から9月の期間内において、
週休日、休日及び代休日を除いて原則とし
て連続する3日以内の期間 

り災休暇 

地震、水害、火災その他の災害
により次のいずれかに該当する
場合で、職員が勤務しないこと
が相当であると認められる場合 
⑴ 職員の現住居が滅失し、又 

7日以内でその都度必要と認められる期間 
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は損壊した場合で、当該職員
がその復旧作業等を行い、又
は一時的に避難していると
き。 

⑵ 職員及び当該職員と同一の
世帯に属する者の生活に必要
な水、食料等が著しく不足し
ている場合で、当該職員以外
にはそれらの確保を行うこと
ができないとき。 

 

感染症交通遮断
休暇 

感染症の予防及び感染症の患者
に対する医療に関する法律の規
定に基づく交通の制限又は遮断
により勤務が不可能となった場
合 

その都度必要と認められる期間 

災害交通遮断休
暇 

地震、水害、火災その他の災害
による交通遮断により勤務が不
可能となった場合 

その都度必要と認められる期間 

事故休暇 
交通機関の事故等の不可抗力の
場合 

その都度必要と認められる期間 

 

  エ 介護休暇（無給）の制度について 

区分 休暇の基準 休暇の期間 

介護休暇 

職員が配偶者、父母、子、孫、配偶者の父
母及び祖父母、兄弟姉妹で負傷、疾病又は
老齢により日常生活を営むのに支障がある
ものの介護をするとき。 
※対象となる者は、同居するものに限る。 

要介護者の各々が当該介護を必
要とする1の継続する状態ごと
に、3回を超えず、かつ、通算
して6月を超えない範囲内で指
定する期間において必要とする
日又は時間 

介護時間 
職員が要介護者の介護をするため、1日の
勤務時間の一部につき勤務しないことが相
当であると認められるとき。 

要介護者の各々が当該介護を必
要とする1の継続する状態ごと
に、連続する3年の期間内にお
いて必要とする時間（1日につ
き2時間を超えない範囲内） 

 

５ 職員の休業の状況 

 育児休業（無給）・部分休業（無給）の制度と取得状況（令和４年度） 

区分 原因・理由等 
取得者数（承認期間別） 

～1年 ～2年 ～3年 計 

育児休業 3歳未満の子を養育するとき。 13人 10人 3人 26人 

部分休業 
小学校就学前の子を養育するため、
1日の勤務時間の一部を勤務しない
とき（30分単位で1日2時間以内）。 

3人 0人 0人 3人 

（注）令和４年度に新たに当該休業を取得した件数である。 
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６ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

⑴ 分限処分の状況（令和４年度） 

 分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保の目的から、職員がその職責を

十分に果たすことができない場合に行われる、職員の意に反する不利益な処分をいう。 

処分事由 
処分件数 

実休職者数 
降任 免職 休職 降給 計 

勤務成績が良くない場合 0件 0件 0件 0件 0件 0人 

心身の故障の場合 0件 0件 22件 0件 22件 9人 

適格性を欠く場合 0件 0件 0件 0件 0件 0人 

職制、定数の改廃、予算の減少
により廃職、過員を生じた場合 

0件 0件 0件 0件 0件 0人 

刑事事件に関し起訴された場合 0件 0件 0件 0件 0件 0人 

（注）１ 令和４年度において発令した延べ件数である。 

２ 休職処分件数は、期間更新をその都度新たな処分とみなして計上した数であり、実

休職者数は、引き続き休職状態にあった者の実数である。 

 

⑵ 懲戒処分の状況（令和４年度） 

 懲戒処分とは、職員に一定の義務違反がある場合に、公務における規律と秩序を維持するた

めに行われる制裁的な処分をいう。 

処分事由 
処分件数 

戒告 減給 停職 免職 計 

法令に違反した場合 0件 0件 0件 0件 0件 

職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合 0件 0件 0件 0件 0件 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあっ
た場合 

0件 0件 0件 0件 0件 
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７ 職員の服務の状況 

⑴ 職務専念義務の免除の状況（令和４年度） 

 職務に専念する義務について、法律又は条例に基づく次の区分に該当し、公務の運営に支障

がない場合は、その免除が認められている。 

内容（条例に基づくもの） 件数 

研修を受ける場合 2件 

厚生に関する計画の実施に参加する場合 334件 

その他任命権者が
必要と認める場合 

子の保育参観、授業参観に出席する場合 69件 

職員組合執行委員が上部団体の会議等に出席する場合 0件 

その他（消防団活動等） 122件 

（注）令和４年度において発令した延べ件数である。 

 

⑵ 営利企業等従事許可の状況（令和４年度） 

 公務員は、営利を目的とする私企業の役員等の地位を兼ね、又は自ら営利企業を営み、又は

報酬を得て事業若しくは事務に従事してはならないが、次のいずれにも該当せず、地方公務員

法の精神に反しないと認める場合に限り、任命権者から営利企業等に従事する許可を受けるこ

とができる。 

ア 職務の遂行に支障のおそれのある場合 

イ 職員が占めている職との間に特別な利害関係があり、又はその発生のおそれがある場合 

ウ 職員の身分上ふさわしからぬ性質をもつ場合 

 

許可件数 40件 

 

８ 職員の退職管理の状況 

退職者数 

再 就 職 先 

亀 岡 市 他の地方 
公共団体等 

民間企業等 再就職者計 
再任用職員 非常勤職員 

54人 12人 4人 0人 4人 20人 
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９ 職員の研修の状況 

⑴ 職員研修の実施状況（令和４年度） 

研修区分 
延べ 

実施日数 
受講者数 

人事課主催研修 

新規採用職員研修 
ハラスメント研修 
議会応対研修 
人権研修 
段取力研修 
職員倫理研修 
男女共同参画研修 
法制執務研修 ほか 

29日 1,013人 

その他研修 

派遣研修 
（京都府市町村振興協会、市町村アカデミーほか） 

253日 178人 

職場研修 166日 2,981人 

合計 448日 4,172人 

 

１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

⑴ 厚生に関する計画の実施状況（令和４年度） 

区分 主な項目 受診者数 

健康管理 
定期健康診断 
人間ドック 
ストレスチェック 

441人 
300人 
708人 

 

⑵ 福利厚生事業に係る公費負担状況（令和４年度） 

亀岡市実施分 亀岡市職員互助会事業 
福利厚生事業 
に係る決算額 公費負担 

決算額 
公費負担額 互助会会員数 公費補助率 

１人当たり 
公費負担額 

Ａ Ｂ Ｃ  Ｂ／Ｃ Ａ＋Ｂ 

3,736千円 10,071千円 760人 
本給の 

0.6％以内 
13,251円 13,807千円 

 

⑶ 勤務条件に関する措置の要求の状況（令和４年度） 

事案なし 

 

⑷ 不利益処分に関する不服申立ての状況（令和４年度） 

事案なし 

 

「掲示済」 
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任免及び辞令 
 

             吉 澤 友 貴 

民間複業人材活用に係る実証実験における企業

版ふるさと納税アドバイザーとして参与に委嘱

します 

任期は令和６年３月３１日までとします 

             松 井 やす子 

             木 久 依 子 

             井 本   太 

             細 見 玲 美 

（各 通）
        木 村 好 孝 

             八 木 辰 夫 

             出 藏 裕 子 

             明 田 晋 治 

             上 田 政 行 

             瀧 本 真 己 

亀岡市民生委員推せん会委員に委嘱します 

任期は令和８年１０月３１日までとします 

（各 通）
        湯 浅   豊 

             伊 藤 亮 介 

亀岡市環境審議会委員に委嘱します 

   令和５年１１月１日 

 

             安 藤 和 彦 

             安 田 誠 人 

             松 本 朋 子 

             金 田 爾 子 

             伏 見 恵 実 

（各 通）
        西 山 明 美 

             山 口 邦 彦 

             野々村 誠 一 

             石 田 数 美 

             栗 田 一 平 

             木 寺 紗 樹 

             吉 田 み き 

             保 城 幹 雄 

亀岡市子ども・子育て会議委員に委嘱します 

任期は令和７年１１月１８日までとします 

   令和５年１１月１９日 

 

             瀧 上 敏 明 

             石 野 一 哉 

             今 西   聡 

（各 通）        畑   典 明 

             小 橋 一 哉 

             菅   純 二 

             江 藤 睦 男 

亀岡市畑野財産区管理会委員に選任します 

   令和５年１１月２５日 
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教育委員会欄 
 

規 則 
 

 かめおか児童クラブ事業の実施に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   令和５年１１月２４日 

 

                        亀岡市教育委員会教育長 神先宏彰 

 

 亀岡市教育委員会規則第５号 

 

かめおか児童クラブ事業の実施に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 かめおか児童クラブ事業の実施に関する条例施行規則（令和４年亀岡市教育委員会規則第６号）

の一部を次のように改正する。 

 

 別表第１中 

「 

８ 本梅小学校かめおか児童クラブ 亀岡市本梅町井手下早田８番地１０ 

９ 畑野小学校かめおか児童クラブ 亀岡市畑野町千ケ畑西山５番地 

１０ 青野小学校かめおか児童クラブ 亀岡市宮前町宮川青野２９番地 

１１ 大井小学校かめおか児童クラブ 
亀岡市大井町並河１丁目３番１号 

亀岡市大井町土田２丁目１１番２０号 

１２ 千代川小学校かめおか児童クラブ 
亀岡市千代川町北ノ庄国主ケ森２１番地 

亀岡市千代川町千原１丁目２番２０号 

１３ 保津小学校かめおか児童クラブ 亀岡市保津町弐番１１番地１ 

１４ つつじケ丘小学校かめおか児童クラブ 亀岡市西つつじケ丘霧島台１丁目１番地 

１５ 城西小学校かめおか児童クラブ 亀岡市余部町前川原４６番地 

１６ 詳徳小学校かめおか児童クラブ 亀岡市篠町柏原田中３番地１ 

１７ 南つつじケ丘小学校かめおか児童クラブ 亀岡市南つつじケ丘大葉台２丁目２８番１号 

１８ 亀岡川東学園かめおか児童クラブ 亀岡市馬路町溝ノ上１４番地の４ 

                                          」 

を 
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「 

８ 大井小学校かめおか児童クラブ 
亀岡市大井町並河１丁目３番１号 

亀岡市大井町土田２丁目１１番２０号 

９ 千代川小学校かめおか児童クラブ 亀岡市千代川町北ノ庄国主ケ森２１番地 

１０ 保津小学校かめおか児童クラブ 亀岡市保津町弐番１１番地１ 

１１ つつじケ丘小学校かめおか児童クラブ 亀岡市西つつじケ丘霧島台１丁目１番地 

１２ 城西小学校かめおか児童クラブ 亀岡市余部町前川原４６番地 

１３ 詳徳小学校かめおか児童クラブ 亀岡市篠町柏原田中３番地１ 

１４ 南つつじケ丘小学校かめおか児童クラブ 亀岡市南つつじケ丘大葉台２丁目２８番１号 

１５ 亀岡川東学園かめおか児童クラブ 亀岡市馬路町溝ノ上１４番地の４ 

１６ 育親学園かめおか児童クラブ 

亀岡市本梅町井手下早田８番地１０ 

亀岡市畑野町千ケ畑西山５番地 

亀岡市宮前町宮川青野２９番地 

                                          」 

に改める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

 （準備行為） 

２ この規則の施行のために必要な行為は、この規則の施行の日前においても行うことができる。 

 

「掲示済」 
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選挙管理委員会欄 
 

告 示 
 

 亀岡市選挙管理委員会告示第９４号 

 

 令和５年１０月２２日執行の亀岡市長選挙に

おける選挙の効力に関する異議の申出について、

次のとおり決定した。 

 

   令和５年１１月２４日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 俣野健一郎 

 

決  定  書 

 

             異議申出人 

              省略 

 

 異議申出人から、令和５年１１月６日付けで

提起された令和５年１０月２２日執行の亀岡市

長選挙（以下「本件選挙」という。）に係る選

挙の効力に関する異議の申出（以下「本件申

出」という。）について、亀岡市選挙管理委員

会（以下「当委員会」という。）は、次のとお

り決定する。 

 

主      文 

 

 この異議の申出を棄却する。 

 

異議の申出の要旨 

 

 異議申出人は、本件選挙において、以下のと

おり疑義があり、選挙の効力を無効とする決定

を求めるというものである。 

１ 本件選挙において、読取不能票候補者分

類・点検係と疑問票整理係とで取り扱う投票

用紙の数に疑義がある。 

２ 疑問票整理係において苗村候補の投票用紙

が隠蔽されたという疑惑がある。 

３ 自書式投票用紙読取分類機（以下「分類

機」という。）の製造元である株式会社ムサ

シ大阪支店から派遣され、事務に従事した職

員が投票用紙を扱うことに疑義がある。 

４ 分類機で処理した投票用紙のうち、読取不

能票に区分される投票用紙の数に疑義がある。 

５ 分類機下に設置されたパソコンでデータの

改ざんや消去の操作が行われた可能性がある。 

 その他、異議申出人は、当委員会は、開票事

務で用いるカゴの側面に内容物を見えにくくす

る白いフイルムを貼り、観覧席の観覧人から開

票作業を見えにくくしていると主張している。 

 

決 定 の 理 由 

 

 当委員会は、本件申出を受理し、当該内容に

ついて、慎重に審理した。 

 

① 法令等の定め 

選挙の効力に関する争訟において選挙が無効

とされるのは、公職選挙法（昭和２５年法律第

１００号）第２０５条第１項の規定により、

(a)その選挙が選挙の規定に違反して行われ、

かつ、(b)その規定違反のために選挙の結果に

異動を及ぼすおそれがある場合である。 

 そして、(a)の「選挙の規定に違反する」と

は、「主として、選挙管理の任にある機関が選

挙の管理執行の手続に関する明文の規定に違反

すること、又は直接そのような明文の規定がな

くとも選挙の管理執行の手続上、選挙法の基本

理念たる選挙の自由公正の原則が著しく阻害さ

れることを指称」するものと判示されている

（昭和６１年２月１８日最高裁判所判決）。 
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また、(b)の「選挙の結果に異動を及ぼすお

それがある場合」とは、「その違反がなかった

ならば、選挙の結果、すなわち候補者の当落に、

現実に生じたところと異なった結果の生ずる可

能性のある場合」をいうものと判示されている

（昭和２９年９月２４日最高裁判所判決）。 

 以上のような観点から、申出人が主張する理

由が、選挙を無効とすべき場合に該当するか否

かについて判断する。 

 

② 当委員会の判断 

１ 異議の申出の要旨１について 

異議申出人は、「５ 異議申し出の理由

（２）」において、読取不能票候補者分類・

点検係では、投票用紙を「６束（約６００

票）＋端数」しか扱っていないが、疑問票整

理係へ送られた、投票用紙の数は、「桂川候

補約５００票、苗村候補約１２０票、井上候

補約４０票、疑問票約１００票の合計７６０

票」となっていて、投票用紙の数が増加して

いると主張している。 

また、「５ 異議申し出の理由（３）」に

おいて、疑問票整理係職員１名がカゴに投票

用紙「９束（９００票）」を入れる動作及び

もう１名がカゴから投票用紙「（約２００～

３００票）」を取り出す動作から、「合計 

１，１００票」が疑問票整理係に存在すると

画像から解析したが、その数値は、本来あり

得ないものであると主張する。 

本件選挙の開票事務において、投票用紙を

計数機で１束１００枚と計数するのは、計算

係及び疑問票整理係において行われた。よっ

て、読取不能票候補者分類・点検係が扱う投

票用紙の束は、１束が１００枚とは限らず、

申出人が主張する「６束（約６００票）＋端

数」とは言い切れない。さらに、「桂川候補

約５００票、苗村候補約１２０票、井上候補

約４０票、疑問票約１００票の合計７６０

票」についても「２１時４１分３５秒」の画

像から合計７６０票であったかは、判断でき

ない。 

さらに、疑問票整理係には、候補者分類係

（分類機担当）から白票が、読取不能票候補

者分類・点検係から読取不能票が、第２点検

係から疑問票が送られてくるが、異議申出人

が主張する「合計１，１００票」が計数後の

投票用紙であるのか、１，１００票であるの

かは、画像から判断できないし、「第２点検

係から送られて来る疑問票にしても、微々た

るもので、何十票」という主張は、異議申出

人の推測である。よって、異議申出人が主張

する意義の申出の要旨１について理由はない。 

２ 異議の申出の要旨２について 

疑問票整理係担当職員が、苗村候補の投票

用紙を隠蔽したという疑惑を主張している。 

当該職員を含む疑問票整理係職員は、当該

係に送られてきた投票用紙を計数する事務も

担当しており、当該職員が計数作業を行うの

は、当然の行為である。 

また、選挙録の記載どおり投票総数と有効

投票及び無効投票との票数は一致している。

開票事務の最終段階で、全ての票を整理台に

整列させ、選挙長及び選挙立会人に候補者毎

の得票数の説明と全体的な無効票の説明を 

行った。選挙長及び選挙立会人からは、開票

内容及び結果について異議はなく、選挙録へ

の署名を得ていることから、異議申出人が主

張する意義の申出の要旨２について理由はな

い。 

３ 異議の申出の要旨３について 

分類機の製造元である株式会社ムサシ大阪

支店から派遣され、事務に従事した職員（以

下「ムサシ職員」という。）が投票用紙を扱

うことに疑義を主張している。 

株式会社ムサシ大阪支店とは、本件選挙に

おいて、同社が製造する分類機の設置、設定、
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運用業務及び市職員への操作説明・作業補助

等の業務委託契約を結んでいる。本件選挙の

候補者分類係（分類機担当）として従事する

市職員のほとんどが、初めて分類機を使用す

るため、円滑に作業を進めるために知識及び

技術を有するムサシ職員の派遣を依頼してい

るものである。 

また、スタッカーから抜き取った票が、正

しい候補者氏名が貼られたカゴに入れられな

かった場合であっても、その後の作業過程で

正しい候補者の投票用紙として分類し直され

るため、ムサシ職員が投票用紙に触れ、たと

え誤った候補者のカゴに投票用紙を入れたと

しても、不正な事務を行っているとは言い難

く、異議申出人が主張する意義の申出の要旨

３について理由はない。 

４ 異議の申出の要旨４について 

分類機で分類される読取不能票について、

読取不能票のほとんどが、桂川候補の票で 

あったこと及び読取不能票が「８束＋端数」

も多量に区分されることに疑義を主張してい

る。 

異議の申出の要旨１のとおり、読取不能票

候補者分類・点検係では、投票用紙の計数は

せず、１束は１００枚ではない。また、異議

申出人が主張する「８束＋端数」の多量の投

票用紙のほとんどが、特定の候補者のもので

ある可能性は全く否定できないため、異議申

出人が主張する意義の申出の要旨４について

理由はない。 

５ 異議の申出の要旨５について 

分類機下に設置されたパソコンでデータの

改ざんや消去の操作が行われた可能性がある

と主張している。 

分類機下に設置したパソコンは、分類機本

体と接続してのみ使用するものであり、投票

用紙を読み取り、記載内容によって指定する

スタッカーに、振り分けるという作業を行う

指示を出すためのものである。投票用紙の記

載内容ごとに分類することが目的であり、投

票用紙の計数は、計算係及び疑問票整理係で

行うこととしていることから異議申出人が主

張する意義の申出の要旨５について理由はな

い。 

その他、異議申出人は、当委員会は、開票

事務で用いるカゴの側面に内容物を見えにく

くする白いフイルムを貼り、観覧席の観覧人

から開票作業を見えにくくしていると主張し

ている。 

当委員会は、本件選挙において、開票事務

を正確かつ迅速に進めるため、投票用紙を運

び、区分するための長方形のカゴを使用して

いる。なかには、カゴ短辺の一方に候補者氏

名を貼ったものがあるが、その候補者氏名の

用紙を固定するためガムテープではなく、透

明の養生テープを使っていて、故意に内容物

を見えにくくしたものではない。 

 

 以上のとおり、異議申出人の主張は①で記し

た(a)及び(b)には該当せず、いずれも理由がな

いことから、公職選挙法第２１６条第 1項にお

いて準用する行政不服審査法（平成２６年法律

第６８号）第４５条第２項の規定により、主文

のとおり決定する。 

 

   令和５年１１月２４日 

 

        亀岡市選挙管理委員会 

          委員長 俣野健一郎 

 

 この決定に不服があるときは、この決定書の

交付を受けた日又は公職選挙法第２１５条の規

定による告示の日から２１日以内に、文書で京

都府選挙管理委員会に審査を申し立てることが

できます。 

「掲示済」 



 
亀 岡 市 公 報 

 52 

第９４７号令和５年１２月１５日発行 

農業委員会欄 
 

公 告 
 

 亀岡市農業委員会公告第１２号 

 

 令和５年１１月定例総会を下記のとおり公告

する。 

 

   令和５年１１月１日 

 

          亀岡市農業委員会 

            会長 神﨑 弥 

 

記 

 

１ 日 時 

   令和５年１１月７日（火） 

   午後１時３０分から 

２ 場 所 

   亀岡市役所 ６階 

   ６０２・６０３会議室 

３ 議 題 

・第１号議案 農地法第１８条第６項の規定

による通知の承認について 

・第２号議案 農地法第３条の規定による許

可申請に係る許可について 

・第３号議案 農地法第５条の規定による許

可申請に係る意見について 

・第４号議案 非農地証明交付について 

・第５号議案 令和５年１１月農用地利用集

積計画（農地中間管理機構・

所有権移転） 

・第６号議案 令和５年１２月農用地利用集

積計画（農地中間管理機構・

利用権設定） 

・第７号議案 令和６年度亀岡市農業等施策 

及び予算に関する要望書（案） 

・報告第１号 生産緑地に係る農業の主たる

従事者について証明交付につ

いて 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市農業委員会公告第１３号 

 

 令和５年１２月定例総会を下記のとおり公告

する。 

 

   令和５年１１月３０日 

 

          亀岡市農業委員会 

            会長 神﨑 弥 

 

記 

 

１ 日 時 

   令和５年１２月５日（火） 

   午後１時３０分から 

２ 場 所 

   亀岡市役所 ３階 

   ３０２・３０３会議室 

３ 議 題 

・第１号議案 農地法第１８条第６項の規定

による通知の承認について 

・第２号議案 農地法第３条の規定による許

可申請に係る許可について 

・第３号議案 農地法第４条の規定による許

可申請に係る意見について 

・第４号議案 農地法第５条の規定による許

可申請に係る意見について 

・第５号議案 非農地証明交付について 

・第６号議案 令和５年１２月農用地利用集
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積計画 

・報告第１号 農地法第５条の規定による届

出の受理について 

・報告第２号 農地法第４条第１項第８号の

適用除外届出書の受理につい

て 

・報告第３号 農地の形状変更の届出につい

て 

 

「掲示済」 

上下水道部欄 
 

告 示 
 

 亀岡市上下水道部告示第２１号 

 

亀岡市指定給水装置工事事業者

廃止の告示 

 

   令和５年１１月８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 下記の事業者から指定給水装置工事事業者廃

止届出書が提出されたので、亀岡市指定給水装

置工事事業者規程第１０条第２号の規定により

告示する。 

 

記 

 

１ 廃止届出日 

   令和５年８月１０日 

２ 廃止事業者 

指定 
番号 

事業者名 代表者名 住   所 

227 
株式会社 

京都住設販売 

代表取締役 

黒川 耕三 

京都市伏見区羽束

師鴨川町350番地

の4 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市上下水道部告示第２２号 

 

亀岡市下水道排水設備指定工事

業者廃止の告示 
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   令和５年１１月８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 下記の業者から指定工事業者指定辞退届が提

出されたので、亀岡市下水道排水設備指定工事

業者規程第１５条第２号の規定により告示する。 

 

記 

 

１ 廃止処理日 

   令和５年８月２８日 

２ 廃止業者 

指定 
番号 

業 者 名 代表者名 住   所 

220 
株式会社ハヤ 

シ住宅設備 
林  壽男 

京都府城陽市寺田

宮ノ平17番地の12 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市上下水道部告示第２３号 

 

亀岡市指定給水装置工事事業者

廃止の告示 

 

   令和５年１１月８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 下記の事業者から指定給水装置工事事業者廃

止届出書が提出されたので、亀岡市指定給水装

置工事事業者規程第１０条第２号の規定により

告示する。 

 

記 

 

１ 廃止届出日 

   令和５年８月２８日 

２ 廃止事業者 

指定 
番号 

事業者名 代表者名 住   所 

210 
株式会社ハヤ 

シ住宅設備 

代表取締役 

林  壽男 

京都府城陽市寺田

宮ノ平17番地の12 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市上下水道部告示第２４号 

 

亀岡市指定給水装置工事事業者

廃止の告示 

 

   令和５年１１月８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 下記の事業者から指定給水装置工事事業者廃

止届出書が提出されたので、亀岡市指定給水装

置工事事業者規程第１０条第２号の規定により

告示する。 

 

記 

 

１ 廃止届出日 

   令和５年８月３０日 

２ 廃止事業者 

指定 
番号 

事業者名 代表者名 住   所 

208 
有限会社 

京都冷熱 

取締役 

犬石  勝 

亀岡市東本梅町東

大谷山根18番地の

2 

 

「掲示済」 
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 亀岡市上下水道部告示第２５号 

 

亀岡市指定給水装置工事事業者

廃止の告示 

 

   令和５年１１月８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 下記の事業者から指定給水装置工事事業者廃

止届出書が提出されたので、亀岡市指定給水装

置工事事業者規程第１０条第２号の規定により

告示する。 

 

記 

 

１ 廃止届出日 

   令和５年８月２９日 

２ 廃止事業者 

指定 
番号 

事業者名 代表者名 住   所 

226 
有限会社 

平和建設 

代表取締役 

國府 久益 

京都府南丹市八木

町北屋賀国府34番

地 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市上下水道部告示第２６号 

 

亀岡市指定給水装置工事事業者

廃止の告示 

 

   令和５年１１月８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 下記の事業者から指定給水装置工事事業者廃

止届出書が提出されたので、亀岡市指定給水装

置工事事業者規程第１０条第２号の規定により

告示する。 

 

記 

 

１ 廃止届出日 

   令和５年８月２１日 

２ 廃止事業者 

指定 
番号 

事業者名 代表者名 住   所 

249 さくら設備 小谷 勝己 
兵庫県養父市八鹿

町八鹿529-1 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市上下水道部告示第２７号 

 

亀岡市下水道排水設備指定工事

業者廃止の告示 

 

   令和５年１１月１４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 下記の業者から指定工事業者指定辞退届が提

出されたので、亀岡市下水道排水設備指定工事

業者規程第１５条第２号の規定により告示する。 

 

記 

 

１ 廃止処理日 

   令和５年１１月６日 
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２ 廃止業者 

指定 
番号 

業 者 名 代表者名 住   所 

262 川見設備 川見 健太 
南丹市八木町氷所

河原2番地 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市上下水道部告示第２８号 

 

亀岡市指定給水装置工事事業者

指定満了の告示 

 

   令和５年１１月１４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 下記の事業者に係る指定の期間が経過した際

に、その更新をしなかったため、亀岡市指定給

水装置工事事業者規程第１０条第５号の規定に

より告示する。 

 

記 

 

１ 指定有効期間満了日 

   令和５年９月２９日 

２ 指定満了事業者 

指定 
番号 

業 者 名 代表者名 住   所 

211 ＫＹ設備工業 
代表 

吉津 和宏 

京都市伏見区両替

町三丁目323番地

川口ビル2F 218

号 

222 
太陽都市開発

株式会社 

代表取締役 

田中  進 

京都市西京区大原

野西竹の里町1丁

目14番地の250 

223 
亀岡栗林デン

キ 
栗林 慶治 

亀岡市篠町見晴1

丁目9番6号 

228 畑中組 畑中  衛 
亀岡市曽我部町寺

貝ノ庄23番地 

229 
中川頼建設株

式会社 

代表取締役 

中川 康男 

南丹市八木町屋賀

永寿29番地 

231 
日本給湯シス

テム株式会社 

代表取締役 

若崎  寛 

兵庫県川西市向陽

台三丁目1番地の6 

243 
コージン設備

有限会社 

代表取締役 

山口 照夫 

船井郡京丹波町長

瀬岡元38番地 

244 

一級建築士事

務所岡本建築

工房 

代表 

岡本 賢治 

亀岡市南つつじケ

丘桜台1丁目8番9

号 

248 
有限会社石田

電機工業所 

代表取締役 

石田  進 

木津川市加茂町大

野大野37番地 

251 株式会社西本 
代表取締役 

西本 健二 

八幡市橋本栗ケ谷

42番地3 304号 

255 
株式会社大西

商店 

代表取締役 

大西 正晃 

綴喜郡井手町大字

井手小字柏原68番

地 

257 
株式会社関西

住設 

代表取締役 

石井 孝司 

京都市南区西九条

高畠町3番地1 

264 川見設備 川見 健太 
南丹市八木町氷所

河原2番地 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市上下水道部告示第２９号 

 

亀岡市下水道排水設備指定工事

業者指定満了の告示 

 

   令和５年１１月１４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 下記の業者に係る指定工事業者の指定の有効

期間満了に際し、継続して指定しないため、亀

岡市下水道排水設備指定工事業者規程第１５条

第４号の規定により告示する。 
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記 

 

１ 指定有効期間満了日 

   令和５年８月３１日 

２ 指定満了業者 

指定 
番号 

業 者 名 代表者名 住   所 

297 
マツモト工業 

株式会社 

代表取締役 

松本 真弥 

相楽郡精華町桜が
丘四丁目10番地6 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市上下水道部告示第３０号 

 

亀岡市指定給水装置工事

事業者指定の告示 

 

   令和５年１１月１４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 下記の業者を亀岡市指定給水装置工事事業者

として指定したので、亀岡市指定給水装置工事

事業者規程第１０条第１号の規定により告示す

る。 

 

記 

 

１ 指定日 

 令和５年１１月１４日 

２ 指定業者 

指定 
番号 

業 者 名 代表者名 住   所 

332 

株 式 会 社 グ 
ローバルワー
クス 

代表取締役 

河野 貴志 

大阪府高槻市庄所

町7番1号-101 

 

「掲示済」 

 亀岡市上下水道部告示第３１号 

 

亀岡市下水道排水設備指定工事

業者指定の告示 

 

   令和５年１１月１６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 下記の業者を亀岡市下水道排水設備指定工事

業者として指定したので、亀岡市下水道排水設

備指定工事業者規程第１５条第１号の規定によ

り告示する。 

 

記 

 

１ 指定日 

   令和５年１１月１６日 

２ 指定業者 

指定 
番号 

業 者 名 代表者名 住   所 

318 
川見設備 

株式会社 

代表取締役 

川見 健太 

京都府南丹市八木

町氷所河原2番地 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市上下水道部告示第３２号 

 

亀岡市指定給水装置工事

事業者指定の告示 

 

   令和５年１１月１６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 下記の業者を亀岡市指定給水装置工事事業者
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として指定したので、亀岡市指定給水装置工事

事業者規程第１０条第１号の規定により告示す

る。 

 

記 

 

１ 指定日 

 令和５年１１月１６日 

２ 指定業者 

指定 
番号 

業 者 名 代表者名 住   所 

333 
川見設備 
株式会社 

代表取締役 

川見 健太 

京都府南丹市八木

町氷所河原2番地 

 

「掲示済」 
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